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第1章 調査研究の背景と目的 
1.1. 背景 

「健康保険法等の一部を改正する法律（平成 14 年法律第 102 号）」の附則に基づいて、

平成 15 年３月に「健康保険法等の一部を改正する法律附則第２条第２項に基づく基本方針

（医療保険制度体系及び診療報酬体系に関する基本方針について）」が策定された。ここで

は、診療報酬体系の見直しの方向性として、「医療機関のコスト等の適切な反映」が示され

た。具体的には、「入院医療について必要な人員配置を確保しつつ、医療機関の運営や施設

に関するコスト等に関する調査・分析を進めるとともに、医療機関等の機能の適正な評価

を進める」とされた。 

この方針を踏まえ、中央社会保険医療協議会、診療報酬調査専門組織、医療機関のコス

ト調査分科会は、平成 15 年度より厚生労働省保険局医療課委託事業として財団法人医療経

済研究機構が着手していた「医療機関の部門別収支に関する調査研究」（以下「部門別調査

研究」という。）を継続することとした。これを受けて平成 15 年度以降、統一的な医療機

関の収支把握のための研究が進められることとなった。昨年度までの経緯は下図表のとお

りである。 

 

図表 1-1 調査研究年度ごとの概要 

年度 調査研究概要 

H15 

・医療機関の診療科部門別収支を把握するための統一的手法開発を目的に、複数の医療

機関を対象に「一般原価調査」（収支データ等を収集し、階梯式配賦を行い、入院、外

来、診療科別の収支計算を行う。）を試行し、レセプト・データ等を用いた統一的原価

計算手法の整理とその課題の把握を行った。 

H16 

・統一的な計算方法の確立と、データ収集を通じて診療報酬改定が病院経営に与える影

響を測定するための分析手法の確立・基盤作りを目的とした。 
・具体的には、1）対象病院数を拡大した上で、精度の高い診療科部門別収支計算を行う

ための手法を比較する「一般原価調査」とともに、2）手術、検査および画像診断部門

に計上・配賦された費用を入院、外来部門の診療科に階梯配賦する係数を得るための

「特殊原価調査」を実施した。 

H17 

・多くの病院からのデータ収集を可能とするために平成 16 年度の分析手法を調整するこ

とを目的とした。 
・具体的には、1）一般原価調査は、①精度を維持した簡略化、②医師勤務に関する調査

手法の比較、2）特殊原価調査では、医療機器に関する設備関係費の調査を行った。ま

た、3）分析として、標準的等価係数の作成および他手法との比較を行った。さらに、

情報の活用として、診療科部門別収支計算結果の施設間比較分析を行った。 
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1.2. 目的 

このような背景のもと、「部門別調査研究」は診療報酬改定にあたっての政策立案に資す

る基礎資料作成のための調査環境を整備することを目的とし、病院の診療科別経営実態を

捉えるための手法の開発を進めてきた。 

平成 18 年度調査では、上述のとおり平成 17 年度までに開発された診療科部門別収支計

算方法を活用し、対象病院数を拡大してその手法の汎用性を検証することとした。具体的

には、①調査対象病院における本手法による診療科部門別収支計算の対応可能性・実施可

能性 ②同一診療科の収支計算結果の特徴 ③本手法に基づく診療科部門別収支計算結果

の妥当性 等を検証することとし、本手法の実用に向けての検討を実施した。 
 

1.3. 実施体制 
調査研究の実施にあたっては、調査委員会を設け調査内容の検討を行った。 

図表 1-2 調査委員会 委員一覧 

（五十音順、敬称略、平成 18 年 10 月 1 日現在） 

委員氏名 所属 

荒井 耕 大阪市立大学大学院 経営学研究科 助教授 

○池上 直己 慶應義塾大学医学部 医療政策・管理学教室 教授 

池田 俊也 国際医療福祉大学 薬学部 薬学科 教授 

猪口 雄二 医療法人財団 寿康会病院 理事長・院長 

加藤 收 佐賀社会保険病院 病院長 

佐藤 眞杉 佐藤病院 理事長 

高木 安雄 慶應義塾大学大学院 健康マネジメント研究科 教授 

日野 頌三 特定医療法人頌徳会 理事長 

平川 淳一 医療法人社団光生会 平川病院 院長 

松田 晋哉 産業医科大学 医学部 公衆衛生学教室 教授 

渡辺 明良 財団法人聖路加国際病院 事業管理部経営企画室 マネジャー 

注：○委員長 
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第2章 調査研究の方法 
2.1. 調査対象の選定 

調査対象病院の選定にあたっては、調査の円滑な実施および病院の収益構造の統一性確

保の観点から、以下の条件を設定した。 

・ レセプト・データもしくはＥファイルを磁気媒体で提供できること 

・ 各種調査票が要求するデータを短期に準備かつ提示できること（調査期間が短期

間であるため） 

・ 病棟種類が主に一般病床で構成される病院であること 

本年度調査においては、上記条件に適合すると思われる DPC 対象病院、DPC 準備病院を

対象とし、これらの病院全数に対して協力依頼を行った。このうち応諾の得られた病院に

対して、各病院の作業負荷、対応可能性等を検討するために、事前調査で病院のデータ管

理状況を照会した。この事前調査の結果と開設者および病床規模別の層化抽出により、調

査対象病院を決定した。 

 

2.2. 診療科部門別収支計算の方法 

2.2.1. 診療科部門別収支計算処理のながれ 

本調査研究は、病院全体の収益、費用の金額を、最終的に入院部門、外来部門の各診療

科単位に割り振り、診療科部門別収支（入院外来ごとの診療科別収支）を把握するもので

ある。処理の流れは以下のとおりとなる。 

まず、各病院における部門設定を行なう。具体的には、病院を構成している各部門（例：

病棟、外来診療室、手術室、総務課 等）を入院部門、外来部門、中央診療部門、補助・

管理部門の４つの部門に振り分ける。次に、病院内の各部門で実際に発生した収益、費用

のうち直接把握できる費目については、該当部門にその値を直接積み上げる「直課」を行

う。直接結びつけられない費目は、基準値を用いて按分しその値を各部門に積み上げる「配

賦」を行う（一次計上）。 

こうしてそれぞれの部門に収益、費用を計上した後、病院全体に係るサービスを提供し

ている補助・管理部門（診療管理系、運営管理系）に計上された費用を収益部門（入院部

門、外来部門、中央診療部門）に配賦する二次配賦、中央診療部門（手術、検査等）に計

上された収益、費用をその他の収益部門（入院部門、外来部門）に再度配賦する三次配賦

を行い、最終的に入院、外来、診療科別の収支計算結果を算出する。この際、二次配賦で

は各診療科の患者数比率や面積比率等を基準として費用を配賦する。三次配賦では、病院

内の手術、検査および画像診断部門に投入された給与費、材料費を、診療報酬点数表区分

ごとに収集する「特殊原価調査」から算出した「等価係数」等を配賦基準として費用を配

賦する。 
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この診療科部門別収支計算のながれの概要は、以下のとおりである。 

 

図表 2-1 診療科部門別収支計算のながれ 

収支計算ファイル 

・施設全体収支データ 

・直接計上情報（必須） 

・直接計上情報（任意） 

・基本情報（医師数、看護師

数、職員数、面積、給食食数） 

医師勤務に関する

調査結果 

手術、検査、画像診断

の実施場所に関する

調査結果

レセプト・データもしくは 

Eファイルの集計結果 

診療行為ごとの 

点数・回数 

標準的等価係数 

標準的等価係数の調整 

一次計上 

二次配賦 

三次配賦 

調査票の生成 

部門設定調査結果 

調整された等価係数 

入院外来ごとの 

診療科別収支計算結果 

 

 

また、補助・管理部門、中央診療部門の費用を他の部門に段階的に配賦する流れを「階

梯式配賦」という。「階梯式配賦」の各段階の概要とイメージは以下のとおりである。 

 

図表 2-2 階梯式配賦の概要 

一次計上 

病院を構成している各部門を入院部門、外来部門、中央診療部門、補助・管理

部門の４部門に分類し、それぞれの部門で発生した収益、費用を計上するステ

ップ 

二次配賦 
一次計上の段階で補助・管理部門に計上された費用を医業収益が発生してい

る入院部門、外来部門、中央診療部門に階梯配賦するステップ 

三次配賦 

中央診療部門に一次計上された収益、費用、ならびに二次配賦の段階で補

助・管理部門から中央診療部門に階梯配賦された費用を入院部門、外来部門

の診療科に階梯配賦するステップ 
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図表 2-3 階梯式配賦イメージ 

 

 

図表 2-4 階梯式配賦（一次計上、二次配賦、三次配賦）による各部門収支イメージ 
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2.2.2. 調査種類および調査票 

「部門別調査研究」は、「一般原価調査」と「特殊原価調査」の二種類の調査から構成

される。「一般原価調査」とは、入院、外来別、診療科別収支計算のために必要な基礎デ

ータを収集するものであり、下図表の調査票のうち、「調査票１」～「調査票４」を使用

する。また「特殊原価調査」とは、三次配賦の際に中央診療部門の費用を入院部門、外来

部門に再配賦する際に使用する等価係数を作成するために、手術、検査、画像診断部門で

実施されたサービスについて給与費、材料費、設備関係費といった資源投入量を把握する
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調査である。後述のとおり（「2.2.4.(4)等価係数」）、本年度調査においてはこの「特殊原

価調査」は行なわず、昨年度までの調査で算出された「標準的等価係数」を用いて三次配

賦を実施した。事前調査、事後調査を含め、本年度調査で使用した調査票は下図表のとお

りである。 

 

図表 2-5 本年度調査で使用した調査票 

調査票 No. 調査票名 目的 

－ 事前調査票 病院の作業負荷等把握のために病院のデータ管

理状況等を確認し、調査対象病院選定のための

情報を得る 

－ 部門設定調査票 病院独自の部門と診療科部門別収支計算を行う

部門とを対応させる 

調査票１ 収支計算ファイル 当該病院全体の①医業収支および医業外収支、

②部門情報、③基礎情報（医師数、看護師数、

職員数、面積、給食食数）を収集する 

調査票２ レセプト・データもしくは Eフ

ァイル 

診療科別収益・費用の計上、配賦時の係数作成

のための数値を収集する 

調査票３ 医師勤務に関する調査 診療科別の医師給与費の一次計上のために、診

療科別医師勤務時間の部門別割合を把握する 

調査票４ 手術、検査、画像診断の実施場

所に関する調査 

中央診療部門の収益・費用の一次計上のために、

特掲診療料（手術、検査、画像診断）の実施場

所を把握する 

－ 事後調査票 調査参加病院の作業過程の問題、計算結果に対

する評価、病院での診療科部門別収支の把握状

況を収集する 

 

2.2.3. 部門設定 

部門設定とは診療科部門別収支計算での部門に当該病院固有の部門を紐付けるもので、

その基準は図表 2-6 のとおりである。 

 

図表 2-6 部門設定基準 

部門設定基準 診療科部門別収支計算による 

部門名称 内容 具体例 

入院部門 入院病棟 北一階病棟、南二階病棟 

外来部門 外来診療を実施している部署 内科、呼吸器科・・・ 

手術 主に手術を担当している部署 手術室 

検査 主に検査を担当している部署 
検査室、中央材料室、病理細胞

診断科、腹部エコー室 

画像診断 主に画像診断を担当している部署 放射線科、ＣＴ室 

リハビリ 主にリハビリを担当している部署 リハビリテーション科 

中央診療 

部門 

薬剤 主に調剤等を担当している部署 薬局、薬剤部 
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部門設定基準 診療科部門別収支計算による 

部門名称 内容 具体例 

人工透析 主に人工透析を担当している部署 透析室 

栄養 主に栄養管理を担当している部署 栄養科、栄養管理室 

地域連携 主に連携を担当している部署 

地域医療連携室 

※診療報酬「在宅医療」に関わる

部門 

その他 
中央診療部として、上記以外の診療行

為を担当している部署 
健康管理室、健診科 

医事 主に医療事務を担当している部署 
診療受付、診察料会計、診療報

酬の請求 

用度 
主に資材の調達･管理事務を担当して

いる部署 
物品購入･管理、役務の契約 診療 

支援 

情報管理 

主に診療行為から発生する診療情報に

ついて、電算処理を用いた管理事務を

担当している部署 

診療情報管理、院内の情報システ

ム制御 

総務 
主に庶務･企画･人事関係の事務を担当

している部署 

事務文書管理、病院事業の企

画、職員の人事･給与管理 

施設管理 
主に病院施設の保守･管理事務を担当

している部署 

建物･機械等の保守･管理、電気･

ガス･水道の管理 

運営 

管理 

図書室 
主に図書の管理事務を担当している部

署 
図書室 

補助 

・管理 

部門 

その他 上記のいずれにも該当しない部署 職員寮、保育園 

 

上記部門のうち入院・外来の各診療科については、病院固有の診療科を診療科コード（診

療報酬請求時）に対応づけた上で、それを診療科部門別収支計算の基本診療科にまとめる

方法をとっている。病院固有の診療科を「部門別調査研究」の基本診療科に対応づける流

れは以下のとおりである。 

 図表 2-7 病院固有診療科と診療科部門別収支計算の基本診療科の対応関係 

病院固有診療科 レセプト診療科

コード 

診療科部門別収支計算

基本診療科 

調査票により、病院固有診療科とレセプト診療科コードを対応づける 

レセプト診療科コードを基本診療科に集約する
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基本診療科は、下図表のように設定する。 

 

図表 2-8 基本診療科の種類 

診療科コード 
コード 診療科名 

診療科部門別収支計算に用
いた基本診療科 備考 

01 内科 内科  
02 精神科 精神科  
03 神経科 － 精神科に含めた 
04 神経内科 神経内科  
05 呼吸器科 呼吸器科  
06 消化器科 消化器科  
07 胃腸科 － 消化器科に含めた 
08 循環器科 循環器科  
09 小児科 小児科  
10 外科 外科  
11 整形外科 整形外科  
12 形成外科 形成・美容外科  
13 美容外科 － 形成・美容外科に含めた
14 脳神経外科 脳神経外科  
15 呼吸器外科 呼吸器外科  
16 心臓血管外科 心臓血管外科  
17 小児外科 小児外科  
18 皮膚ひ尿器科 － 使用しない 
19 皮膚科 皮膚科  
20 ひ尿器科 ひ尿器科  
21 性病科 － 使用しない 
22 こう門科 こう門科  
23 産婦人科 産婦人科  
24 産科 産科  
25 婦人科 婦人科  
26 眼科 眼科  
27 耳鼻いんこう科 耳鼻いんこう・気管食道科  
28 気管食道科 － 耳鼻いんこう・気管食道

科に含めた 
29 （欠） －  
30 放射線科 放射線科  
31 麻酔科 麻酔科  
32 （欠） －  
33 心療内科 － 内科に含めた 
34 アレルギー科 アレルギー科  
35 リウマチ科 リウマチ科  
36 リハビリテーション科 リハビリテーション科  
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2.2.4. 診療科部門別収支計算（階梯式配賦） 

（１） 一次計上 

一次計上は、調査票及び収集データをもとに部門ごとに損益を計上し、診療科部門別収

支表を得る手続である。医業収益のうち、入院料収益、入院診療収益、室料差額、外来診

療収益、保険査定減については該当部門へ直課し、直課されなかった収益は科目別に設定

された計上基準に則って、入院部門、外来部門、中央診療部門に計上される。医業費用に

ついては給与費（医師を除く）と医薬品費のみ該当部門に直課し、直課されなかった費用

は科目別に設定された計上基準に則って、同様に入院部門、外来部門、中央診療部門、補

助・管理部門に計上される。なお、入院については、病棟ごとのデータが診療科ごとに再

集計される。 

勘定科目ごとの計上基準は、図表 2-10 および図表 2-11 となる。計上基準が”直課_“で

始まるものは、各部門への直課を表す。 ”一括計上_“で始まるものは、該当部門への全

額計上を表す。それ以外のものはそれぞれの基準に従って各部門に計上される。その計上

基準の内容は、図表 2-9 のとおりである。 

 

図表 2-9 計上基準 

説明 
No 計上基準名 

分子（該当部門の値） 分母 
使用情報 

1 レセ基本及び特掲点数比 
「基本診療料点数と特掲診療料点数

の合計」 

入院及び外来の「基本診療料点数

と特掲診療料点数の合計」 
レセ・実施場所 

2 レセ基本点数比 「基本診療料点数の合計」 
入院及び外来の「基本診療料点数

の合計」 
レセ 

3 レセ材料点数比 「特定器材価格の合計」 
入院及び外来の「特定器材価格の

合計」 
レセ 

4 レセ特掲点数比 「特掲診療料点数の合計」 
入院及び外来の「特掲診療料点数

の合計」 
レセ・実施場所 

5 レセ薬剤点数比 「医薬品金額の合計」 
入院及び外来の「医薬品金額の合

計」 
レセ 

6 延べ患者数比 「患者数の合計」 全部門「患者数の合計」 
収支計算 

ファイル 

7 所属別医師勤務時間比 「医師の勤務時間の合計」 全部門「医師の勤務時間の合計」 
医師勤務に関す

る調査票 

8 所属別職員数比 「職員数の合計」 全部門「職員数の合計」 

9 所属別面積比 面積 全ての建物における総面積 

10 病床数比 「病床数の合計」 全部門「病床数の合計」 

11 （職員給金額比） 「職員給金額の合計」 全部門「職員給金額の合計」 

収支計算 

ファイル 

（注）「レセ」は「レセプト・データもしくはＥファイル」、「実施場所」は「手術、検

査、画像診断の実施場所に関する調査」を示す。 
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医業収益 直課_入院料収益
直課_入院診療収益
直課_室料差額収益
直課_外来診療収益
一括計上_地域
一括計上_検査
一括計上_地域
直課_保険等査定減

医業費用 材料費 直課_医薬品費
一括計上_栄養
レセ材料点数比
レセ材料点数比

給与費 所属別医師勤務時間比
所属別医師勤務時間比
直課_常勤看護職給
直課_非常勤看護職給
直課_常勤医療技術員給
直課_非常勤医療技術員給
直課_常勤事務員給
直課_非常勤事務員給
直課_常勤技能労務員給
直課_非常勤技能労務員給
職員給金額比
職員給金額比
職員給金額比

委託費 一括計上_検査
一括計上_栄養
診療科別病床数比
一括計上_医事
所属別面積比
一括計上_施設管理
診療科別延べ患者数比

一括計上_運営管理系
一括計上_運営管理系
一括計上_運営管理系
一括計上_運営管理系

入院料収益

入院診療収益

室料差額収益

計上基準科目

保険等査定減

医薬品費

診療材料費

外来診療収益

保健予防活動収益

受託検査・施設利用収益

その他の医業収益

医療消耗器具備品費

給食用材料費

常勤医師給

非常勤医師給

常勤看護師給

非常勤看護師給

常勤医療技術員給

非常勤医療技術員給

常勤事務員給

非常勤事務員給

常勤技能労務員給

非常勤技能労務員給

賞与引当金繰入額

退職給与費用

法定福利費

検査委託費

給食委託費

寝具委託費

医事委託費

清掃委託費

保守委託費

その他の委託費

診療費免減額

医業外貸倒損失

貸倒引当金医業外繰入額

その他の医業外費用

図表 2-10 一次計上基準（科目別） 
 

設備関係費 減価償却費 医療用器械備品減価償却費 レセ基本及び特掲点数比2
放射性同位元素減価償却費 一括計上_画像診断
その他の減価償却費 所属別面積比

器機賃借料 医療用機器賃借料 レセ基本及び特掲点数比2
その他の機器賃借料 所属別職員数比

所属別面積比
修繕費 医療用器械修繕費 レセ基本及び特掲点数比2

その他の修繕費 所属別職員数比
所属別面積比

器機保守料 医療用機器保守料 レセ基本及び特掲点数比2
その他の器機保守料 所属別職員数比

器機設備保険料 医療用機器設備保険料 レセ基本及び特掲点数比2
その他の器機設備保険料 所属別職員数比

所属別職員数比
研究研修費 所属別職員数比

所属別職員数比
経費 所属別職員数比

所属別職員数比
所属別職員数比
所属別職員数比
診療科別延べ患者数比
所属別職員数比
所属別職員数比
所属別職員数比
所属別面積比
所属別職員数比
所属別職員数比
所属別職員数比
所属別職員数比
レセ基本及び特掲点数比2
レセ基本及び特掲点数比2
所属別職員数比
（材料費＋委託費）比
一括計上_運営管理系

医業外収益 一括計上_運営管理系
一括計上_運営管理系
一括計上_運営管理系
一括計上_運営管理系
一括計上_運営管理系
一括計上_運営管理系

医業外費用 一括計上_運営管理系
一括計上_運営管理系
一括計上_運営管理系

地代家賃

固定資産税等

車両関係費

研究費

研修費

福利厚生費

旅費交通費

職員被服費

通信費

広告宣伝費

消耗品費

消耗器具備品費

会議費

水道光熱費

保険料

交際費

諸会費

租税公課

本部費配賦額

受取利息及び配当金

有価証券売却益

医業貸倒損失

貸倒引当金繰入額

雑費

控除対象外消費税等負担額

支払利息

有価証券売却損

患者外給食用材料費

運営費補助金収益

施設設備補助金収益

患者外給食収益

その他の医業外収益
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図表 2-11 一次計上基準（科目別・部門別） 
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（２） 二次配賦 

二次配賦は、補助・管理部門に一次計上された医業費用、医業外収益および医業外費用

を、入院、外来、中央診療部門へ配賦する手続である。具体的には、補助・管理部門を診

療支援系および運営管理系に大別し、それぞれに含まれる部門（部署）に一次計上された

値を、費目別に以下の配賦基準に基づき配賦する。 

図表 2-12 二次配賦基準 

補助・管理部門 

診療支援系 運営管理系 

 

医事 用度 情報管理 総務 施設管理 図書室 

給与費 

委託費 
職員数比率 面積比率 医師数比率 

設備関係費 延べ患者数比率 

研究研修費 

経費 

延べ患者数比率 

職員数比率 面積比率 医師数比率 

控除対象外 

消費税等負担額 
（材料費+委託費）比率 

医
業
費
用 

本部費配賦額 

－ － － 

職員数比率 

－ － 

医業外収益 － － － 職員数比率 － － 

医業外費用 － － － 職員数比率 － － 

 

（３） 三次配賦 

三次配賦は、中央診療部門の医業収益および医業費用、医業外収益および医業外費用を、

入院、外来部門に配賦することである。具体的には、中央診療部門に一次計上、二次配賦

で計上された値を費目別に以下の配賦基準に基づき配賦する。 

図表 2-13 三次配賦基準 

手術 検査 画像診断 リハ 薬剤 人工透析 栄養 地域連携

医薬品費 Hﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ_IY
点数比

F投薬_IY点数比 J038人工腎臓
_IY点数比

給食用材料費 Hﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ_SI
点数比

F投薬_SI点数比 J038人工腎臓
_SI点数比

診療材料費
医療消耗器具備品
費

等価係数（手
術・給与費）×

実施件数

等価係数（検
査・給与費）
×実施件数

等価係数（画像診
断・給与費）×実

施件数

Hﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ_SI
点数比

F投薬_SI点数比 J038人工腎臓
_SI点数比

検査委託費 等価係数（検
査・委託費）×

実施件数

等価係数（検
査・委託費）
×実施件数

等価係数（検査・
委託費）×実施件

数
給食委託費
寝具委託費
医事委託費
清掃委託費
保守委託費
その他の委託費

K手術_SI点数比 D検査_SI点数比 E画像診断_SI点数

K手術_SI点数比 D検査_SI点数比 E画像診断_SI点数

（注）SI：診療行為、IY：医薬品、TO：特定保険医療材料料

延べ患者数比

全てのSI点
数比

科目 中央診療部門

医業収益 入院収益 全てのSI点
数比外来収益

その他の医業収益

Hﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ_TO
点数比

F投薬_TO点数比 J038人工腎臓
_TO点数比

等価係数（手
術・材料費）×

実施件数

等価係数（検
査・材料費）
×実施件数

等価係数（画像診
断・材料費）×実

施件数

本部費配賦額 職員数比率
医業外収益 職員数比率

医業費用 材
料
費

給与費

設備関係費
研究研修費
経費

医業外費用 職員数比率

B指導管理料、
C在宅患者診療・指導

_SI点数比

B指導管理料、
C在宅患者診療・指導

_SI点数比

K手術_SI点数比 D検査_SI点数
比

E画像診断_SI点数
比

Hﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ_SI
点数比

F投薬_SI点数比 J038人工腎臓
_SI点数比

(材料費+委託費)比

委
託
費

D検査_SI点数比 E画像診断_SI点数
比

K手術_SI点数比

控除対象外消費税等
負

延べ患者数比

延べ患者数比
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（４） 等価係数 

三次配賦で中央診療部門に計上された収益、費用を各診療科に配賦する際には、その配

賦基準の一部として「等価係数」を使用する。「等価係数」とは、中央診療部門（手術、検

査、画像診断部門）で実施されたサービス種類別に投入した資源投入量（給与費、材料費、

設備関係費）のデータから「サービスの１回当たり費用」を算出し、仮にある特定の「サ

ービスの１回当たり費用」を「1.00」とした場合の、当該サービスに関する「サービス１

回当たり費用」の比率を算出したものである。 

「等価係数」算定にあたっては、病院の中央診療部門で実施されたサービス種類ごとの

資源投入量を調査する「特殊原価調査」が必要となるが、本年度においては、「特殊原価調

査」を実施せず、平成 17 年度までの調査研究において作成された等価係数を活用すること

とした。ちなみに、平成 17 年度研究までの特殊原価調査にて収集したデータをもとに作成

された診療報酬点数表区分別の件数は下図表のとおりである。 

 

図表 2-14 診療報酬点数表部別等価係数作成実績表（平成17年度調査結果） 

診療報酬点数表 等価係数作成実績表 

部 区分種類数（全数） 給与費 材料費 設備関係費 

手術 964 種類 413 種類 357 種類 110 種類 

検査（院内） 194 種類 146 種類  97 種類  34 種類 

検査（院外）  27 種類  24 種類 

画像診断  16 種類  13 種類  10 種類  10 種類 

 

上図表のとおり、「等価係数」は全てのサービスに関して作成されているわけではない。

従って、平成 18 年度調査で実施されたサービス（診療報酬点数区分）について平成 17 年

度までの等価係数が存在する場合、しない場合に分けて、以下のような対応を実施した。 

まず、平成 17 年度までの等価係数が存在する場合は、昨年度までの等価係数を標準化し

たもの（複数の等価係数の中央値）を用いた。また、平成 17 年度までの等価係数が存在し

ない場合は、レセプト・データより算出される平均点数（1 回当り点数）を媒介に推計を

行う方法1を暫定的に採用した2。 

 

2.2.5. 事後調査 

本年度は、診療科部門別収支計算方法の汎用性の検証を主な課題として、対象病院数を

拡大して調査を実施した。汎用性の検証にあたっては調査参加病院の意見の検討も重要で

あるとの認識から、調査終了後に病院に対して事後調査を実施し、調査への対応可能性、

計算結果の妥当性、等に関して病院の意見を聴取した。あわせて、現状の各病院の診療科

部門別収支把握の状況についても調査した。 

                                            
1 具体的な推計方法は、資料７のとおり。 
2 なお、等価係数が作成されていないために診療報酬点数を用いた割合は、実施件数ベースで1％、点

数ベースで9％であった（図表3-19参照）。 
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第3章 調査研究の結果 
3.1. 調査対象病院 

3.1.1. 調査協力依頼 

DPC 対象病院および DPC 準備病院の全病院 731 病院（平成 18 年度）に対し調査協力依頼

を行い、このうちの 257 病院から調査協力への応諾が得られた。この 257 病院から全病床

数に占める一般病床数の割合が 80%未満である病院等を除いた 235 病院に対して事前調査

を実施した。 

事前調査では、調査の円滑な実施を目的として、病院でのデータ管理状況等を確認し、

その結果、121 病院について本調査への対応が十分可能であると判断された。この 121 病

院について開設者および病床規模別に層化抽出を行い、DPC コスト調査への参加状況等も

勘案し、最終的に 100 病院を調査対象とした。 

図表 3-1 実施項目と対象施設数 

実施項目 対象施設数 
(1)協力依頼 731 病院 
(2)調査に応諾 257 病院 
(3)一般病床が 80％未満等を除外 235 病院 
(4)事前調査により調査対応可能と判断 121 病院 
(5)病床数等による層化抽出 100 病院 

 

3.1.2. 調査対象の選定結果 

上記選定の結果選定された100病院を、開設者区分、病床規模別に区分すると以下のとお

りである。 

 

図表 3-2 開設区分別、病床規模別の調査対象施設数 

 
病床規模

開設区分 
20-199 200-499 500- 総計 

医療法人 4 20  4  28  
国立および公立 － 3  2  5  
上記を除く開設区分

3 2 9  6  17  
DPC 対象病院 

小計 6 32  12  50  
医療法人 20 9  1  30  
国立および公立 － 7  1  8  
上記を除く開設区分 3 8  1  12  

DPC 準備病院 

小計 23 24  3  50  
総計 29 56  15  100  

 

                                            
3 「上記を除く開設区分」には、「公的」（日赤、済生会、北海道社会事業協会、厚生連、国民健康保険

団体連合会）、「社会保険関連法人」（全国社会保険協会連合会、厚生年金事業振興団、船員保険会、健

康保険組合及びその連合会、共済組合及びその連合会、国民健康保険組合）、「その他」（公益法人、社

会福祉法人、医療生協など）が含まれる。 
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3.2. 調査実施状況 

3.2.1. 調査票の提出状況 

最初に「部門設定調査」を実施し、その結果に基づき調査票１～４からなる「一般原価

調査」を実施した。調査対象期間は、平成 18 年 10 月の一ヶ月間とした。調査票の投函期

限は、収支計算ファイルと医師勤務に関する調査は 2007 年１月 26 日、レセプト・データ

またはＥファイルデータは 2006 年 12 月 26 日、実施場所に関する調査は 2007 年 2 月 2 日

とした。 

各投函期限と提出状況は図表 3-3 のとおり。また、調査票を送付してから回収までの推

移は図表 3-4 のとおり。 

図表 3-3 調査区分別の投函期限及び提出状況 

医療機関数 
調査区分 調査票・調査名 調査開始 投函期限 

期限までに

提出※１ 最終提出 うち 
算定対象 

プレ調査 部門設定調査 2006年12月6日 2006年12月11日 85 100 100 

(調査票1)収支計算フ

ァイル 
2007年1月26日 86 98 

(調査票2)レセプト・

データもしくはＥフ

ァイル 

2006年12月26日 84 100 

(調査票3)医師勤務に

関する調査 2006年1月26日 86 97 

 

 

一般原価 

調査 

(調査票4)手術、検査、

画像診断の実施場所

に関する調査 

 

 

 

2006年12月14日

2007年2月2日 75 99 

 

 

67 

※ １ 投函期限から三日以内とする 
 

図表 3-4 調査区分別の提出医療機関数の推移 
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調査票3　医師勤務に関する調査　到着件数（医療機関数）
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調査票4　実施場所に関する調査　到着件数（医療機関数）
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3.2.2. 調査票の記載状況 

調査票 1～4 を全て提出したのは 100 病院中 97 病院であった。これらの 97 病院につい

て、収集したデータに基づき診療科部門別収支計算を実施した。全ての病院について調査

票の記載内容に何らかの不備が見られたが、個別に照会を実施して不備な部分を補正し、

最終的にデータを提出した全病院について結果を算出した。ただし、このうち 30 病院に

ついては計算結果の信頼性に欠ける部分があったため、この 30 病院とデータ未提出 3 病

院を除いた 67 病院を最終的な本調査研究の分析対象とした。33 病院が分析対象外となっ

た理由は下図表のとおりである。 

 

図表 3-5 分析対象外の主な理由 

分析対象外の主な理由 件数 

E ファイルまたはレセプトデータの診療科コードが不明 ６件 

部門別費用及び職員数などが不完全 ９件 

医師勤務時間調査が不完全 ３件 

歯科部門の把握が困難 ３件 

データ収集困難なため辞退 ３件 

その他（算定結果が異常値など） ９件 

計 ３３件 

 

なお、分析対象外の病院も含め、計算が終了した 97 病院については、計算結果を各病

院に還元した。また、分析対象の 67 病院を含め、データに疑義があった部分の内容や調

査班の対応、および今後に向けての改善案については、「第４章 考察 4.1. 汎用性の検

証」に詳述する。 
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3.3. 収支計算結果 

3.3.1. 調査対象の基本特性 

（１） 一施設あたりの医業収益／医業費用分布 

・ 分析対象病院の医業収益、医業費用の分布を表すと、以下のとおりとなる。 

（以降の表示については、各施設における 1ヶ月の医業収益、医業費用のみを抽出し

たものである。これは、調査対象病院の診療科別、入院外来別の医業収支を相対的に

検討するためのものであり、これにより病院の最終損益を判断することはできないこ

とに注意が必要である。） 

 

図表 3-6 医業収益／医業費用分布 （三次配賦後） 
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（２） 患者 1 人 1 日あたり医業収益／医業費用分布 

・ 分析対象病院の、患者一人一日あたり医業収益、医業費用の分布を示すと以下の

とおりとなる。 

 

図表 3-7 患者1人1日あたり医業収益／医業費用分布 （三次配賦後） 

N=67 
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（３） 入院外来別の医業収支差額比率の分布（箱ひげ図） 

・入院・外来それぞれの医業収支差額比率の分布を、病床規模別の箱ひげ図で見ると

以下のとおりとなる。 

・入院（上表）の収支差額比率は、外来（下表）に比べて高い傾向にある。 

・病床規模別による分布の大きな違いは見られなかった。 

 

 

図表 3-8 病床規模別 入院・外来別収支差額比率分布 （三次配賦後） 
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※箱ひげ図 

箱ひげ図は、データ解析で用いられる図的表示方

法のひとつ。 

箱ひげ図の箱の下端がデータの第１四分位（25%）、

上端がデータの第３四分位（75%）、箱の中の線が

中央値を示す。上下に延びる「ひげ」の長さは、

箱の長さの 1.5 倍以内にある最大値、最小値まで

の距離である。箱の長さの 1.5 倍を越えるデータ

がある場合、1.5 倍以上 3 倍以下のものは「∘」、

３倍を超えるものは「*」で示される。 

 

 

 

25% 

75% 

中央値 
箱の長さの 
1.

図表 3-9 箱ひげ図（例） 

5倍
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3.3.2. 診療科部門別収支計算結果 

（１） 診療科部門別収支計算結果 

・ 各病院の入院・外来の診療科部門別収支計算を行った結果の集計は以下のとおり。病院単位で病院全体の収益を 100 とした場合の各診

療科の割合を算出し、それを全病院について単純平均したものである。 

（上段：病院全体医業収益額を 100 とした場合の各項目の占める割合 下段：項目別部門合計を 100 とした場合の各部門の占める割合） 

図表 3-10 三次配賦後 診療科部門別収支計算結果（入院） 
（入院）

内科 精神科
神経内
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科

麻酔科
アレル
ギー科

**

リウマ
チ科**

リハビ
リテー
ション

科

入院計

17.3 0.4 1.9 1.5 3.5 5.5 3.1 9.7 9.8 0.6 6.1 0.3 2.4 0.1 0.3 2.6 0.3 2.3 0.1 0.4 1.5 0.9 0.1 0.1 0.0 0.1 0.5 71.4
(17.3) (0.4) (1.9) (1.5) (3.5) (5.5) (3.1) (9.7) (9.8) (0.6) (6.1) (0.3) (2.4) (0.1) (0.3) (2.6) (0.3) (2.3) (0.1) (0.4) (1.5) (0.9) (0.1) (0.1) (0.0) (0.1) (0.5) (71.4)

16.2 0.5 1.6 1.4 3.0 6.2 2.7 8.0 7.6 0.4 4.8 0.1 2.8 0.1 0.3 2.1 0.2 2.2 0.2 0.6 0.8 0.7 0.1 0.1 0.0 0.1 0.5 63.5
(16.9) (0.5) (1.7) (1.5) (3.1) (6.5) (2.8) (8.4) (8.0) (0.5) (5.0) (0.2) (3.0) (0.1) (0.4) (2.2) (0.2) (2.3) (0.2) (0.7) (0.8) (0.8) (0.1) (0.1) (0.0) (0.1) (0.5) (66.6)

4.7 0.0 0.3 0.3 0.6 3.5 0.3 1.8 1.4 0.1 0.9 0.0 1.8 0.0 0.0 0.4 0.0 0.3 0.0 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 16.8
(19.0) (0.2) (1.1) (1.1) (2.3) (14.1) (1.3) (7.4) (5.6) (0.3) (3.5) (0.1) (7.2) (0.0) (0.2) (1.4) (0.1) (1.1) (0.1) (0.3) (0.3) (0.4) (0.1) (0.1) (0.0) (0.1) (0.2) (67.8)

7.8 0.3 0.9 0.8 1.6 1.9 1.7 4.4 4.3 0.3 2.8 0.1 0.8 0.1 0.2 1.2 0.1 1.3 0.1 0.4 0.5 0.5 0.1 0.0 0.0 0.1 0.4 32.6
(16.3) (0.6) (1.9) (1.6) (3.4) (4.1) (3.6) (9.3) (9.0) (0.5) (5.8) (0.2) (1.6) (0.1) (0.4) (2.6) (0.3) (2.8) (0.3) (0.9) (1.0) (1.0) (0.1) (0.1) (0.0) (0.1) (0.7) (68.6)

0.9 0.0 0.1 0.1 0.2 0.2 0.1 0.4 0.5 0.0 0.2 0.0 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.3
(12.9) (0.5) (1.3) (1.4) (2.8) (2.7) (2.0) (5.8) (7.0) (0.3) (3.4) (0.1) (0.8) (0.1) (0.3) (1.8) (0.2) (2.1) (0.1) (0.5) (0.7) (0.5) (0.1) (0.0) (0.0) (0.1) (0.4) (48.2)

1.7 0.1 0.2 0.2 0.4 0.4 0.4 0.8 0.9 0.1 0.5 0.0 0.1 0.0 0.0 0.2 0.0 0.3 0.0 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 6.8
(16.4) (0.6) (2.0) (2.0) (3.7) (3.8) (3.4) (8.1) (8.8) (0.5) (5.3) (0.2) (1.2) (0.1) (0.4) (2.3) (0.1) (2.9) (0.2) (0.6) (0.9) (0.8) (0.2) (0.1) (0.0) (0.1) (0.6) (65.3)

0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3
(16.1) (0.6) (1.7) (1.6) (3.4) (4.1) (3.0) (8.4) (7.9) (0.4) (8.6) (0.2) (1.4) (0.1) (0.3) (2.3) (0.3) (2.7) (0.2) (0.6) (1.0) (0.7) (0.1) (0.1) (0.0) (0.1) (0.5) (66.5)

0.9 0.0 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.4 0.4 0.0 0.3 0.0 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.2
(18.0) (0.6) (1.6) (1.6) (3.1) (3.4) (3.3) (9.2) (9.0) (0.6) (6.0) (0.2) (1.4) (0.1) (0.3) (2.5) (0.3) (3.0) (0.2) (0.7) (1.1) (0.7) (0.2) (0.0) (0.0) (0.1) (0.5) (68.0)

0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3
(18.0) (0.4) (1.8) (1.6) (3.9) (2.8) (2.8) (10.3) (6.6) (0.7) (3.8) (0.0) (3.5) (0.1) (0.4) (2.3) (0.0) (1.6) (0.3) (1.3) (0.4) (0.8) (0.1) (0.0) (0.0) (0.1) (0.4) (64.2)

 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2
(28.0) (0.4) (1.4) (0.3) (1.2) (2.7) (3.2) (11.4) (9.6) (0.2) (5.2) (0.0) (3.6) (0.0) (0.5) (2.2) (0.5) (2.9) (0.7) (1.1) (0.7) (0.8) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.7) (77.3)

1.2 -0.0 0.3 0.1 0.5 -0.7 0.3 1.7 2.2 0.1 1.3 0.1 -0.5 0.0 -0.0 0.5 0.1 0.0 -0.1 -0.2 0.7 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.9
(25.4) -(0.9) (6.9) (2.2) (11.8) -(16.0) (7.4) (36.2) (46.8) (2.7) (28.2) (2.3) -(10.0) (0.4) -(0.1) (10.5) (1.8) (0.7) -(1.7) -(4.9) (15.6) (3.2) (0.3) (0.4) (0.0) (0.4) (0.3) (169.9)

0.4 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.5
(21.4) (0.9) (2.6) (1.8) (6.0) (5.7) (4.7) (8.6) (11.6) (0.4) (5.3) (0.3) (1.6) (0.1) (0.4) (2.5) (0.3) (3.9) (0.3) (0.6) (0.7) (0.7) (0.1) (0.0) (0.0) (0.3) (0.9) (81.8)

0.3 0.0 0.1 0.0 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2
(21.0) (0.9) (3.8) (2.0) (4.5) (6.4) (4.0) (10.5) (8.9) (0.4) (8.1) (0.3) (2.1) (0.0) (0.4) (2.7) (0.3) (4.1) (0.2) (0.7) (0.8) (0.8) (0.1) (0.1) (0.0) (0.4) (0.8) (84.4)

1.3 -0.0 0.3 0.1 0.6 -0.7 0.4 1.7 2.3 0.1 1.3 0.1 -0.5 0.0 -0.0 0.5 0.1 0.0 -0.1 -0.2 0.7 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.2
(25.3) -(0.8) (6.3) (2.1) (11.8) -(14.6) (7.4) (33.6) (45.0) (2.5) (25.7) (2.1) -(9.3) (0.4) (0.0) (9.9) (1.7) (0.9) -(1.5) -(4.5) (14.5) (3.0) (0.3) (0.3) (0.0) (0.4) (0.4) (162.6)

経費

医業外費用

控除対象外消
費税等負担額

本部配賦費

医業外収益

総収支差額

収支差額

委託費

医業費用

材料費

設備関係費

研究研修費

入院部門

給与費

医業収益

 

※全病院合計で診療科数が 10 以下の場合は「*」、5 以下の場合は「**」を付した。 
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内科 精神科
神経内

科
呼吸器

科
消化器

科
循環器

科
小児科 外科

整形外
科

形成・
美容外

科

脳神経
外科

呼吸器
外科*

心臓血
管外科

小児外
科**

皮膚科
ひ尿器

科
こう門
科**

産婦人
科

産科**
婦人科

*
眼科

耳鼻い
んこう・
気管食
道科

放射線
科

麻酔科
アレル
ギー科

**

リウマ
チ科**

リハビ
リテー
ション

科

外来計

9.2 0.4 0.4 0.5 1.4 1.4 1.5 2.9 2.1 0.2 0.9 0.0 0.1 0.0 0.5 3.6 0.1 0.7 0.0 0.2 1.3 0.6 0.5 0.0 0.0 0.1 0.1 28.6
(9.2) (0.4) (0.4) (0.5) (1.4) (1.4) (1.5) (2.9) (2.1) (0.2) (0.9) (0.0) (0.1) (0.0) (0.5) (3.6) (0.1) (0.7) (0.0) (0.2) (1.3) (0.6) (0.5) (0.0) (0.0) (0.1) (0.1) (28.6)

8.5 0.4 0.5 0.5 1.4 1.5 1.8 3.1 3.2 0.3 1.3 0.0 0.2 0.0 1.1 3.2 0.1 1.2 0.0 0.2 1.4 0.9 0.6 0.1 0.0 0.1 0.3 31.9
(8.9) (0.4) (0.5) (0.5) (1.5) (1.5) (1.9) (3.3) (3.3) (0.4) (1.3) (0.0) (0.2) (0.0) (1.1) (3.3) (0.1) (1.2) (0.0) (0.2) (1.5) (0.9) (0.7) (0.1) (0.0) (0.1) (0.4) (33.4)
2.2 0.1 0.2 0.1 0.3 0.5 0.4 1.1 0.6 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.2 1.2 0.0 0.1 0.0 0.0 0.3 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 8.0

(9.0) (0.3) (0.6) (0.5) (1.4) (1.9) (1.6) (4.5) (2.4) (0.2) (1.3) (0.0) (0.1) (0.0) (0.6) (4.9) (0.1) (0.4) (0.0) (0.1) (1.2) (0.4) (0.4) (0.0) (0.0) (0.1) (0.0) (32.2)
4.0 0.2 0.2 0.2 0.6 0.6 0.8 1.3 1.6 0.2 0.6 0.0 0.1 0.0 0.6 1.3 0.0 0.7 0.0 0.1 0.6 0.4 0.3 0.1 0.0 0.0 0.2 14.9

(8.4) (0.4) (0.5) (0.4) (1.3) (1.2) (1.7) (2.7) (3.3) (0.4) (1.3) (0.0) (0.2) (0.0) (1.2) (2.7) (0.1) (1.4) (0.0) (0.2) (1.4) (0.9) (0.7) (0.1) (0.0) (0.1) (0.4) (31.4)
0.9 0.1 0.0 0.1 0.2 0.2 0.2 0.3 0.4 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2 0.0 0.2 0.0 0.0 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 3.5

(14.0) (0.8) (0.7) (0.8) (2.8) (2.4) (2.9) (4.1) (5.6) (0.6) (1.8) (0.1) (0.3) (0.0) (2.1) (3.6) (0.2) (2.5) (0.1) (0.4) (2.5) (1.8) (0.8) (0.1) (0.0) (0.1) (0.7) (51.8)
0.8 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.3 0.4 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.3 0.0 0.2 0.0 0.0 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 3.6

(8.1) (0.6) (0.5) (0.5) (1.5) (1.6) (2.3) (2.8) (3.9) (0.4) (1.4) (0.1) (0.2) (0.0) (1.4) (2.8) (0.1) (1.5) (0.0) (0.3) (2.0) (1.3) (0.8) (0.1) (0.0) (0.1) (0.5) (34.7)
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1

(8.4) (0.4) (0.5) (0.4) (1.6) (1.5) (1.6) (2.7) (3.8) (0.4) (2.1) (0.1) (0.2) (0.0) (1.1) (2.3) (0.1) (1.4) (0.0) (0.2) (1.9) (1.2) (0.9) (0.1) (0.0) (0.1) (0.4) (33.5)
0.4 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.5

(8.0) (0.4) (0.4) (0.4) (1.4) (1.3) (1.7) (2.8) (4.0) (0.4) (1.6) (0.1) (0.2) (0.0) (1.0) (2.3) (0.2) (1.3) (0.0) (0.2) (1.7) (1.1) (0.8) (0.1) (0.0) (0.1) (0.4) (32.0)
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1

(8.1) (0.2) (0.2) (0.6) (2.4) (1.0) (3.3) (4.1) (2.8) (0.2) (0.3) (0.0) (0.1) (0.0) (0.5) (8.1) (0.0) (0.6) (0.1) (0.8) (0.6) (0.9) (0.1) (0.1) (0.0) (0.4) (0.3) (35.8)
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1

(6.1) (0.5) (0.2) (0.0) (0.6) (1.4) (0.9) (1.7) (2.7) (0.1) (0.5) (0.0) (0.2) (0.0) (0.5) (1.7) (0.1) (0.7) (0.0) (0.2) (1.4) (0.8) (0.2) (0.2) (0.0) (0.0) (2.1) (22.7)

0.7 -0.1 -0.1 0.0 0.0 -0.1 -0.3 -0.3 -1.1 -0.2 -0.3 -0.0 -0.1 -0.0 -0.6 0.4 -0.0 -0.5 -0.0 -0.1 -0.2 -0.3 -0.1 -0.1 -0.0 -0.0 -0.2 -3.3 
(14.9) -(1.1) -(1.3) (1.1) (0.2) -(1.7) -(6.5) -(5.9) -(23.0) -(3.3) -(6.8) -(0.3) -(1.1) -(0.4) -(12.9) (9.0) -(0.7) -(9.8) -(0.5) -(1.2) -(3.4) -(5.6) -(2.8) -(1.2) -(0.2) -(0.3) -(4.8) -(69.9)

0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3
(5.5) (0.3) (0.2) (0.1) (1.3) (1.0) (1.0) (1.0) (2.0) (0.2) (0.4) (0.0) (0.1) (0.0) (0.4) (1.5) (0.1) (0.6) (0.0) (0.1) (0.8) (0.5) (0.7) (0.1) (0.0) (0.0) (0.3) (18.2)
0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2

(3.7) (0.2) (0.2) (0.1) (0.5) (0.6) (1.0) (1.5) (1.4) (0.1) (0.6) (0.0) (0.1) (0.0) (0.4) (1.7) (0.1) (0.6) (0.0) (0.1) (1.0) (0.5) (0.7) (0.1) (0.0) (0.0) (0.3) (15.6)

0.7 -0.1 -0.1 0.0 0.0 -0.1 -0.3 -0.3 -1.1 -0.2 -0.3 -0.0 -0.1 -0.0 -0.6 0.4 -0.0 -0.5 -0.0 -0.1 -0.2 -0.3 -0.1 -0.1 -0.0 -0.0 -0.2 -3.2 
(14.7) -(1.0) -(1.2) (1.0) (0.5) -(1.4) -(5.9) -(5.5) -(21.0) -(3.0) -(6.4) -(0.2) -(1.0) -(0.4) -(11.9) (8.4) -(0.7) -(9.0) -(0.4) -(1.1) -(3.2) -(5.2) -(2.6) -(1.1) -(0.2) -(0.3) -(4.4) -(62.6)

賦費

額

益

用

係費

修費

外来部門

100.0
(100.0)

95.3
(100.0)

24.7
(100.0)

47.6
(100.0)

6.8
(100.0)

10.4
(100.0)

0.4
(100.0)

4.7
(100.0)

0.4
(100.0)

 0.3
(100.0)

4.7
(100.0)

1.8
(100.0)

1.5
(100.0)

5.0
(100.0)

控除対象外消
費税等負担額

本部配

総収支差

医業外収

医業外費

収支差額

経費

設備関

研究研

委託費

医業費用

材料費

給与費

医業収益

合計

 

※全病院合計で診療科数が 10 以下の場合は「*」、5 以下の場合は「**」を付した。 

図表 3-11 三次配賦後 診療科部門別収支計算結果（外来） 

総収支差額は、入院部門合計で＋8.2、外来部門合計で-3.2 となっている。 

（外来）
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（２） 診療科別医業収支差額比率の分布（箱ひげ図） 

・ 主要な診療科の収支差額比率の分布を示すと、以下のとおりとなる。なお、病院

数が 10 未満の診療科については除外した。 

・ 図表 3-12 は入院部門における収支差額比率の分布を示しており、上表でばらつき

の大きい診療科、下表でばらつきの小さい診療科をまとめて表示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
精神科

入院 

図表 3-12 診療科別 入院・外来別収支差額比率分布 （三次配賦後・入院） 

％ 

（
医

業
収

益
－

医
業

費
用

）
／
病
院

全
体
収
益

 

診療科名 n
内科 64
消化器科 26
循環器科 34
小児科 41
外科 57
整形外科 64
脳神経外科 48
心臓血管外科 22

診療科名 ｎ
精神科 13
神経内科 24
呼吸器科 15
形成･美容外科 21
皮膚科 39
ひ尿器科 48
産婦人科 29
婦人科 10
眼科 47
耳鼻いんこう･気管食道科 38
放射線科 18
麻酔科 19
リハビリテーション科 11

％ 
入院 

※箱ひげ図の表示範囲

を限定している 

医
業

収
支

差
額

比
率

＝
 

医
業
収
支

差
額
比

率
＝

 
（
医
業
収

益
－
医

業
費
用
）

／
病

院
全

体
収

益
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・ 図表 3-13 は外来部門における収支差額比率の分布を示しており、上表でばらつき

の大きい診療科、下表でばらつきの小さい診療科をまとめて表示した。 

・ なお、図表 3-12、図表 3-13 に示された診療科別の収支計算結果については、本調

査検討委員会の議論の中で「現場の感覚とは異なる部分もある」といった意見も

きかれた。 

 

 図表 3-13 診療科別 入院・外来別収支差額比率分布 （三次配賦後・外来） 

 診療科名 n
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（３） 診療科部門別収支分布 

■診療科部門別収支分布（内科） 
・内科（入院部門・外来部門）における、各病院の患者一人一日あたりの医業収益、

医業費用の分布は以下のとおり。 

・入院部門、外来部門とも、45 度線（収益・費用の一致点）の下方にある病院（医業

収益が医業費用を上回る病院）の方が若干多い。 

 

図表 3-14 内科における患者1人1日あたり医業収益／医業費用 分布 

（三次配賦後） 
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■診療科部門別収支分布（外科） 

・外科（入院部門・外来部門）における、各病院の患者一人一日あたりの医業収益、

医業費用の分布は以下のとおり。 

・入院部門は医業収益が医業費用を上回る病院の数が多いが、外来部門は医業費用が

医業収益を上回る病院の数が多い。 

 

 

 

図表 3-15 外科における患者1人1日あたり医業収益／医業費用 分布 

（三次配賦後） 
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■診療科部門別収支分布（整形外科） 

・整形外科（入院部門・外来部門）における、各病院の患者一人一日あたりの医業収

益、医業費用の分布は以下のとおり。 

・外科と同様、入院部門は医業収益が医業費用を上回る病院の数が多いが、外来部門

では医業収益が上回る病院はほどんどなかった。 

 

図表 3-16 整形外科における患者1人1日あたり医業収益／医業費用 分布 

（三次配賦後） 
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■診療科部門別収支分布（ひ尿器科） 

・ひ尿器科（入院部門・外来部門）における、各病院の患者一人一日あたりの医業収

益、医業費用の分布は以下のとおり。 

・外来部門については、医業費用に対して医業収益が上回る病院、下回る病院の数に

大きな差は無いが、入院部門については医業収益が医業費用を上回る病院が多い。 

 

図表 3-17 ひ尿器科における患者1人1日あたり医業収益／医業費用 分布 

（三次配賦後） 

ひ尿器科

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000 100,000

患者1人1日あたり医業収益（円）

患
者

1
人

1
日

あ
た

り
医

業
費

用
（
円

）

入院部門　（Ｎ=  47 ）

外来部門　（Ｎ=  52 ）

 

- 29 - 



第 3 章 

（４） 階梯式配賦の状況 

・一次計上から三次配賦の過程を通じて、入院・外来・中央診療・補助管理の各部門

の収支差額比率がどのように変化したかを以下に示す（全病院における平均値）。 

・この「診療科部門別収支計算」の配賦の仕組の中では、一次計上、二次配賦の各段

階を通して中央診療部門の収支差額比率が高く、三次配賦によってそれが入院、外

来部門に配賦される構造となっている。 

 

図表 3-18 一次計上、二次配賦、三次配賦の部門別収支差額比率
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3.4. 等価係数 
 

「2.2.4. (4) 等価係数」に記載のとおり、本年度調査においては等価係数を算出するた

めの「特殊原価調査」は行わず、昨年度までに算出した等価係数を用いることとした。ま

た、昨年度までの等価係数が存在しないサービスについては、レセプト・データの平均点

数を媒介に推計を行う方法を暫定的に実施した。この推計による対応の範囲は以下のとお

りである。 

 

図表 3-19 本年度発生したサービスのうち、等価係数推計の割合 

等価係数
サービス
種類数

実施件数

(構成比） (構成比）

存在する 394 50,156 87% 343,507,850 79%

存在しない 824 7,316 13% 93,669,653 21%

存在する 143 3,552,093 99% 473,075,722 99%

存在しない 69 24,833 1% 4,359,039 1%

存在する 12 543,031 99% 258,631,358 97%

存在しない 5 878 1% 7,009,905 3%

存在する 549 4,145,280 99% 1,075,214,930 91%

存在しない 898 33,027 1% 105,038,597 9%

総点数
（実施件数×点数）

検査

画像診断

合計
（手術＋検査＋画像診断）

手術

 
 

手術、検査、および画像診断の合計で、等価係数が存在しないサービス（すなわち、推計

値を用いたサービス）の割合は、実施件数ベースで１％、点数ベースで９％となった。 

 

 

3.5. 事後調査 
 

3.5.1. 調査概要 

各病院での本調査研究に対する対応可能性の検証、診療科部門別収支計算結果の妥当性

の検証を目的として、調査終了後に調査参加病院 100 病院に対して事後調査を実施した。

診療科部門別収支計算結果（三次配賦後の入院、外来別、診療科別の収支計算結果）を送

付すると同時に、以下の質問からなる事後調査票を配布し、100 病院中 64 病院から回答を

得た。概要は以下のとおりである。 

 

（１） 質問 

・質問１：本調査の調査票（４種類）の作成状況および提出状況 

・質問２：今回の診療科部門別収支計算結果を見てどう思うか 

・質問３：病院における診療科部門別収支の把握状況・把握方法 

・質問４：調査全般についての感想 
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（２） 回答状況 
図表 3-20 事後調査回答状況 

うち分析対象施設 40 事後調査票 
回収施設 

 
64 

うち分析対象外施設 24 
（うち分析対象施設） (27) 

 
事後調査票 
発送施設 

 
 

100 
（事後調査票 
未回収施設） 

 
(36)

（うち分析対象外施設） (9) 
※調査期間：平成 19 年 4 月 25 日～平成 19 年 5 月 14 日 

（5 月 25 日までに着信した回答を集計対象とした） 
 

3.5.2. 調査に対する対応可能性の検証 

本調査研究の調査票１～４に関して、作成・提出状況および難しかった点について聞いた

ところ、以下のとおりの回答となった。 
 

（１） 調査１．収支計算ファイル 
図表 3-21 「調査１．収支計算ファイル」 

N= 64
N %

問1.作成・提出状況
・ 作業は特に問題はなく期日までに提出できた 4 6%
・ 期日までに提出できたが作業が難しい箇所があった 51 80%
・ 期日通りに提出できなかった 9 14%

問２．作業が難しかった点・問題があると感じた点
・ 看護師や職員が診療科を兼任している場合の給与費や人員数の算出が難しかった 36 56%
・ 部門を中央診療と補助管理に振り分けるのが難しかった 26 41%
・ 保険等査定減の各部門（診療科）への細分化が難しかった 25 39%
・ 複数の部門（診療科）で共有している場合の面積の算出が難しかった 20 31%
・ 当院の会計科目を調査票の科目にあわせるのが難しかった 19 30%
・ 要綱が分かりづらかった 15 23%
・ 全体収支データを1か月分として計上するのが難しかった 14 22%
・ センター方式を採用している部門の診療科別の医師勤務日数の算出方法が難しかった 12 19%
・ 標榜診療科と診療報酬請求時の診療科コードの対応が難しかった 9 14%
・ 包括払い分の収益の記載方法が分かりづらかった 7 11%
・ 入院部門における患者数の数え方が難しかった 3 5%
・ その他 7 11%  

 
調査１に関し、大半の病院が作業に難しい箇所があったと回答している。難しかった点・

問題があると感じた点として、「診療科兼任の場合の給与・人員の算出」「中央診療部門、

補助管理部門の振り分け」「保険等査定減の診療科への振り分け」等が多くあがっていた。 
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（２） 調査２．レセプト・データもしくはＥファイル 
図表 3-22 「調査２．レセプト・データもしくはＥファイル」

N= 64
N %

問1.作成・提出状況
・ 作業は特に問題はなく期日までに提出できた 53 83%
・ 期日までに提出できたが作業が難しい箇所があった 11 17%
・ 期日通りに提出できなかった 0 0%

問２．作業が難しかった点・問題があると感じた点
・ 匿名化ソフトがうまく機能しなかった 7 11%
・ CSVファイル形式（カンマ区切り）で出力するところが難しかった 4 6%
・ 要綱が分かりづらかった 2 3%
・ 外来のEファイルの作り方がよくわからなかった 1 2%
・ その他 3 5%  

 
調査２に関し、83％の病院が「作業に特に問題なく期日までに提出できた」と回答して

いる。難しかった点・問題があると感じた点としては、「匿名化ソフトがうまく機能しな

かった」という点があがった。 
 

（３） 調査３．医師勤務に関する調査 
図表 3-23 「調査３．医師勤務に関する調査」

N= 64
N %

問1.作成・提出状況
・ 作業は特に問題はなく期日までに提出できた 13 20%
・ 期日までに提出できたが作業が難しい箇所があった 45 70%
・ 期日通りに提出できなかった 6 9%

問２．作業が難しかった点・問題があると感じた点
・ 診療時間以外の時間の記載方法が難しかった 31 48%
・ 救急外来など、複数の診療科を担当している場合の記載方法が難しかった 29 45%
・ 要綱に記載されていた時間数の算出方法が分かりづらかった 16 25%
・ 診療科に属していない医師に関する記載方法が分かりづらかった 15 23%
・ 補足調査票の記入方法が分かりづらかった 10 16%
・ その他 5 8%  

 
調査３に関し、作業に難しい箇所があったとした病院、期日通りに提出できなかった病院

が 80％近くを占めた。難しかった点・問題があると感じた点として、「診療時間外の記載方

法」「複数診療科担当の場合の記載方法」をあげた病院がそれぞれ約半数あった。 
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（４） 調査４．手術、検査、画像診断の診療行為実施場所に関する調査 

図表 3-24 「調査４．手術、検査、画像診断の診療行為実施場所に関する調査」

N= 64
N %

問1.作成・提出状況
・ 作業は特に問題はなく期日までに提出できた 22 34%
・ 期日までに提出できたが作業が難しい箇所があった 38 59%
・ 期日通りに提出できなかった 4 6%

問２．作業が難しかった点・問題があると感じた点
・ 診療行為ごとに実施場所を特定するのは難しかった 40 63%
・ 要綱が分かりづらかった 5 8%
・ その他 4 6%  

 

調査票 4 に関し、「作業に難しい箇所があった」「期日通り提出できなかった」という病

院が 65％となった。難しかった点・問題があると感じた点としては、「診療行為ごとの

実施場所を特定するのが難したった」という意見が多かった。 

 

3.5.3. 診療科部門別収支計算結果の検証 

各病院に診療科部門別収支計算結果を送付し、その結果が各病院の認識と一致してい

るかを質問した。なお、各病院の認識とは、病院でシステム等により把握されている診療

科部門別収支のほか、その他の手段により把握されている診療科部門別収支、病院全体を

管理する立場での経験・実感といったものまで含むこととした。 

なお、回答病院の中には最終計算がほぼ問題なく終了した「分析対象病院」と、デー

タの信頼性に疑義があり分析対象から外した「分析対象外病院」が存在する。「診療科部

門別収支計算結果」に関する回答は計算結果の信頼性が前提となるため、以下 3 問につい

ては当該病院が「分析対象病院」である場合（40 病院）の結果を記載した（「分析対象外

病院」を含む回答病院全体（64 病院）の結果は右列に表示した）。 

 

まず、「入院部門の収支差額」と「外来部門の収支差額」の入院・外来の比率が病院の

認識と一致するかを聞いたところ、以下の回答が得られた。 

 

図表 3-25 入院・外来の収支差額の比率 

N= 40 （N= 64)
N % N %

・ 一致している 1 3% (2) (3%)
・ ほぼ一致している 29 73% (40) (63%)
・ 一致していない 3 8% (7) (11%)
・ 不明、わからない 7 18% (12) (19%)
・ 記載なし 0% (3) (5%)

（全体）分析対象病院

 

分析対象病院（40 病院）のうち、計算結果が病院の認識と「一致している」「ほぼ一致

している」との回答が、30 病院（76％）あった。この 30 病院のうちの 18 病院は病院独

自の管理会計システム等により診療科部門別収支を把握している病院であり、相応の根拠
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を持っての判断と推察される。また、「一致していない」と回答した病院の理由としては、

「入院部門の医業費用の比率が高い」「病院の収支計算と診療科が不一致」等があった。 

 

次に「入院部門」の中の各診療科の収支差額の割合が、病院の認識と一致するかを質

問した。 

図表 3-26 入院部門の収支差額 

N= 40 （N= 64)
N % N %

・ 一致している 1 3% (3) (5%)
・ ほぼ一致している 21 53% (29) (45%)
・ 一致していない 9 23% (12) (19%)
・ 不明、わからない 8 20% (16) (25%)
・ 記載なし 1 3% (4) (6%)

（全体）分析対象病院

 
分析対象病院（40 病院）のうち、病院の認識と「一致している」「ほぼ一致している」

との回答が、22 病院（56％）となった。「一致していない診療科名、一致していないと判

断した理由」としては、「整形外科の収支が異なる」との指摘が複数あった。 

 

同様に「外来部門」の中の各診療科の収支差額の割合が、病院の認識と一致するかを

質問した。 

図表 3-27 外来部門の収支差額 

N= 40 （N= 64)
N % N %

・ 一致している 1 3% (2) (3%)
・ ほぼ一致している 24 60% (32) (50%)
・ 一致していない 7 18% (11) (17%)
・ 不明、わからない 6 15% (14) (22%)
・ 記載なし 2 5% (5) (8%)

（全体）分析対象病院

 

分析対象病院（40 病院）のうち、病院の認識と「一致している」「ほぼ一致している」

との回答が、25 病院（63％）となった。「一致していない」とした病院の「一致していな

い診療科名、一致していないと判断した理由」としては、「内科、整形外科、消化器科、

婦人科等の収支等が異なる」といった意見があった。 
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3.5.4. 診療科部門別収支の把握状況・把握方法 

上記収支計算結果の判断根拠の確認、また調査対象病院における診療科部門別収支算定

状況の把握のため、調査対象全病院における診療科部門別収支把握状況、方法について確

認した。 

図表 3-28 病院における診療科部門別収支の把握状況

 N= 64
N %

・ 部門別収支を把握している 10 16%

・ （一部未対応だが）部門別収支を把握している 27 42%

・ 把握していない 19 30%

・ どちらとも言えない 8 13%  

 

回答病院（64 病院）において診療科部門別収支を「把握している」「部分的には把握し

ている」病院は、37 病院（58％）となった。「どちらとも言えない」とする 8 病院の理由

としては、「共有部門の配賦等が確実なものとは言えない」等、実施はしているが正確で

はない、と認識している病院がほとんどであり、結果的に 70％程度の病院が診療科部門

別収支の把握を試みているという結果となった。 

また、「把握している」「部分的に把握している」37 病院についてその手段を照会した

ところ、「病院の管理会計システム」が 19 病院、「その他の手段」（エクセルで独自の集計、

既存の会計システム、コンサル会社提供システム、等）が 18 病院であった。 

さらに「3.5.4 診療科部門別収支の把握状況・把握方法」と「3.5.3 診療科部門別収支

計算の結果検証」をクロス集計した結果を以下に示す4。 

図表 3-29 調査結果との一致状況と病院における診療科部門別収支把握状況 

 入院・外来の比率 入院 診療科別 外来 診療科別 

 一致 不一致 一致 不一致 一致 不一致 

診療科部門別収支を把握している 

（ｎ=10） 

8 2 6 4 7 3 

（一部未対応だが）診療科部門別

収支を把握している（ｎ=27） 

16 11 13 14 15 12 

把握していない 

（ｎ=19） 

13 6 12 7 11 8 

どちらとも言えない 

（ｎ=8） 

5 3 1 7 1 7 

（注）“一致している”もしくは“ほぼ一致している”と回答した場合を「一致」、それ以外の場合を「不一致」

とした。 

 

各病院における把握の程度と、調査結果の一致状況には明確な関係が得られなかった。

なお、上記の他、調査全般についての意見等も調査した。これらについては、上記質問に

対する回答の詳細とともに、資料編（資料 8）に添付する。 

                                            
4 詳細は、資料8-3～8-5 のとおり。 
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第4章 考察 
4.1. 汎用性の検証 

本年度調査は、昨年度までに開発された手法の検証のために対象病院数を増やして実施

したものである。今後、本調査をより多くの病院に対して実施するためには、今回の調査

の実施状況、病院の対応状況から得られた教訓を生かして改善点を明確にすることが重要

である。このような観点から、今回は、本調査への対応状況や調査結果について病院宛に

照会すると同時に、調査班としても調査票の記載内容の不備の原因や対応策について検討

した。以下、病院宛の事後調査の結果と調査班の検討をあわせて、本調査の対応可能性、

実施可能性の改善策について記す。 

 

4.1.1. 調査票の記載内容 

調査票や実施要綱において記入方法についての説明が不足していたこともあり、どの病

院もいずれかの不備が見られた。調査票の記載内容についての主な不備は、下図表のとお

りである。 

データ上の疑義事項に対し病院宛に照会したものを「先方に照会」とし、①結果的に問

題が無かったケースを「問題なし」、②回答をもらいそれに基づきデータ修正を施したケー

スを「回答あり」、③回答を得られなかった、もしくは回答を得たが改善されていないケー

スを「修正不可」に分類した。また、照会するまでもなく調査班（事務局）側で訂正でき

てしまうレベルの内容については「事務局側で修正」に分類した。 

 

図表 4-1 データ不備の内容 

先方に照会
問題なし 回答あり 修正不可 

1 病院全体の収支データについて 31 56 1 0 88

2 給与費と職員数の整合性について 7 64 9 0 80

3 面積など基礎情報について 6 56 8 0 70

4 部門別収益データについて 30 34 4 1 69

5 患者数について 38 14 2 0 54

6 補助管理部門の設定（一部中央含む）に関して 0 44 1 5 50

7 各調査シートでの部門不整合 0 37 7 0 44

8 医師勤務時間調査の追加シートについて 0 11 1 0 12

9 職員数に看護師数は含んでいるか 2 17 1 0 20

10 病床数の記載がない 1 16 0 1 18

11 歯科の扱いについて 0 11 1 2 14

12 センター方式で記載なし 2 5 0 0 7

117 365 35 9 526

事務局側 
で修正 合計

合計 

  

 

 

以下、上記各事項について、不備の状況・理由・対応、そして今後の改善案を記載する。 
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（１） 病院全体の収支データについて 

病院によっては会計上用いていない科目があるなどの理由により空欄部分が多く見られ

た。また、対象月である１０月単月分と比較対象可能な複数月分の記載を求めているが、

複数月分を１ヶ月換算した値と１０月単月分とで乖離が大きい場合については、１年に１

回かかるような費用が月割りで１０月分に賦課されていないなどの可能性があるため、照

会を行った。事後調査においても、「会計科目を合わせるのが難しい」「全体収支データを

一ヶ月分として計上するのが難しい」との意見が聞かれた。 

記入要領上で収支科目の定義や記入方法をもう少し詳細かつわかりやすく記載すること

で照会を少なくすることができると考えられる。 

 

（２） 給与費と職員数の整合性について 

部門別の費用として給与費を記入するシートと基礎数値として部門別の職員数や面積な

どを記入するシートがあるが、ある部門では看護師の給与が計上されているが同じ部門の

看護師数は０であるというような、給与と職員数（看護師数）の整合性が取れていない場

合が多く見られた。 

この不整合の原因としては、各シートの回答者が異なりそれぞれが整合を意識せずに回

答していることが考えられ、職員（看護師）が診療科で兼任している場合に、職員数（看

護師数）は実態に併せて各診療科に割り振ったが、給与費は１つの診療科にまとめて計上

してきた、というケースがあげられる。事後調査でも、「診療科を兼任している職員の給与

費、人員数の算出が難しかった」という意見が半数以上あり、作成そのものの難易度と回

答者間の認識相違の両方が影響していると考えられる。これについて調査班は、修正漏れ

などの部分的な不整合については給与費を職員数比で按分するなどの補正を施した。 

シート間の整合を取ることを注意事項として明記し、また調査票の構造としてこの両者

の項目を同一のシートに設置することにより解決できると考えられる。 

 

（３） 面積など基礎情報について 

面積を始めとする基礎数値が空欄の場合が多数あった。この原因として、１つの場所を

複数の診療科や部門が共有しているというケースが考えられ、事後調査でも「共有面積の

算出が難しかった」という意見が回答病院の 3 割程度からあがった。 

対策としては、部門別職員（看護師）数が把握できるのであれば、職員（看護師）数比

で面積を按分するという方法が考えられる。職員（看護師）も部門間で兼務している場合

は、患者数や収益比で按分するなどが考えられ、記入要綱にて具体的なケースの按分基準

を定めておく必要があろう。 
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（４） 部門別収益データについて 

調査票において、中央診療部門の収益が計上されていないケース、保険査定減について

診療科別に分けるのが難しいというケース等が見られた。事後調査においても、保険査定

減の診療科への細分化が難しいという病院が回答病院の中の４割を占めた。これらの問題

を解決するために、診療科別の収益の算定には、主として E ファイルまたはレセプト・デ

ータを用いることが考えられる。 

 

（５） 患者数について 

診療科として標榜しているにもかかわらず、患者数が空欄もしくは０のところが多々あ

った。照会の結果、当月は０で問題ないとの回答のほか、記入漏れも見られた。設定した

診療科にはいずれかの数値を記入するよう記入要領で明記することである程度防ぐことが

できると考えられる。 

 

（６） 補助管理部門の設定に関して 

 
補助管理部門の「その他」については、配賦基準に応じて医事、用度、総務に再分類す

るため、業務内容がわかりづらい部門を中心に照会を行った。事後調査においても、「中央

診療、補助管理の振り分けが難しかった」という意見が回答病院の４割を占めた。 

各部門がどこに分類されるかの対応表を記入要綱に記載することが考えられる。 

 

（７） 各調査シートでの部門不整合 

部門設定プレ調査にて病院側で設定した部門に対して、さらに部門を追加または削除し

てきたことにより、調査票間やシート間で部門の整合性が取れていない施設が多く見られ

た。 

この原因として、部門設定プレ調査の目的が後続の本調査において各調査間の部門の整

合を図るためであることが病院側に十分に伝わっていなかったこと、また主担当に伝わっ

ていたとしても、各調査やシートの回答担当者には伝わっていなかったことが推察される。 

部門設定プレ調査票及び記入要綱に、注意事項として部門整合の必要性を明記すること

でかなり防ぐことができると考えられる。 

 

（８） 医師勤務時間調査の追加シートについて 

診療科に所属していない「その他」の医師が外来の診療科で勤務している場合は、現在

の調査票ではその診療科がどこの診療科になるのかを捉えきれず、照会などで改めて情報

を取得する必要があった。 

これに対しては、「その他」シートを予め設定しておき、外来の診療科を選択できるよう

に調査票を工夫することで改善できると考えられる。 
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（９） 職員数に看護師数は含んでいるか 

職員数には看護師数を含めて記入してもらう設計となっていたが、そうでない場合が

多々見られた。職員数については、回答のしやすさ、及び給与費欄との整合の点において

も「職員数（看護師を除く）」とすることで、誤記入が少なくなると考えられる。 

 

（１０） 病床数の記載がない 

病棟別の病床数の記載がない場合については、記載漏れのケースが多かった。見過ごさ

れないように調査票の体裁を工夫することで、記載漏れは少なくできると考えられる。 

 

（１１） 歯科の扱いについて 

診療科部門別収支計算から歯科部門を除外するため、歯科に関する追加の照会を実施し

た。この歯科に関するデータを収集するための補足調査票は、本調査票と同時に配布する

ことが望ましいと考えられる。 

 

（１２） センター方式で記載なし 

診療科コードとの対応付けが困難なセンター方式については、定義がわかりづらく、記

入方法についての要綱の説明も不明瞭であったため、記載していない病院があった。 

要綱での説明、調査票の見せ方などをわかりやすくする工夫が必要と考えられる。 

  

4.1.2. Eファイル及びレセプト・データ 

入院・外来別の E ファイル及びレセプト・データの内訳は下記のとおりとなった。今回

の調査対象では、入院で約９割、外来で約８割の病院が E ファイルを提出した。 

 

図表 4-2 Ｅファイルおよびレセプト・データの回収内訳 

 Ｅファイル レセプト・データ 合計 

入院 88 12 100 

外来 78 22 100 

合計 166 34 200 

 

 

（１） ファイル形式 

病院によってシステムが異なるため、E ファイル及びレセプト・データのファイル形式
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は以下のとおり、カンマ区切り（Comma Separated Values、以下ＣＳＶ）とタブ区切りの

ものが存在した。レセプト・データは全てＣＳＶ形式であったが、E ファイルはタブ区切

りの出力が標準であるところが多数あった。このため、ＣＳＶが前提であった匿名化ソフ

トが利用できず、タブ区切り版を再送付、もしくは先方でＣＳＶ化の作業をお願いするな

どの個別対応が多数生じた。 

 

図表 4-3 Ｅファイルおよびレセプト・データのファイル形式 

 カンマ区切り タブ区切り 合計 

Ｅファイル 70 96 166 

レセプト・データ 34 0 34 

合計 104 96 200 

 

 

また、病院によってエクセルのバージョンが異なるため、匿名化ソフトがうまく作動し

ないケースがあった。また、エクセルのマクロの設定によっても動作しないケースがあり、

病院側の手作業により匿名化をお願いしたケースが多々あった。 

対策としては、ＣＳＶ及びタブ区切りの両方に対応した匿名化ソフトを用意し、また実

施要綱上匿名化ソフトの動作環境及び設定方法をわかりやすく説明することで個別対応を

減らすことができると考えられる。 

 

（２） 診療科の情報が不明瞭 

E ファイルの「レセプト科区分」及びレセプト・データの「診療科コード」にコードが 1

種類しか入っていない、もしくは空欄というケースがあり、算定をすることができなかっ

た。具体的な内訳は以下のとおり。 

  E ファイル入院：レセプト科区分不明・・・・・・・２件 

  E ファイル外来：レセプト科区分不明・・・・・・・１件 

  レセプト・データ外来：診療科コード不明・・・・・・３件 

 

 なお、E ファイルの一部にレセプト科区分“０”が入っている場合や、レセプト・デ

ータの診療科コードに欠番が使われている場合など、一部だけ診療科の判別不能なレコー

ドがあるケースが 1 件ずつあった。 

 

（３） 部門設定情報との不整合 

部門設定プレ調査、あるいは収支計算ファイルなどで、レセプト上の診療科と標榜診療

科を紐付けしているが、実際の E ファイルまたはレセプト・データに記載されている診療

科と整合していないケースがあった。具体的には、小児外科と小児科、産婦人科と婦人科
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などの類似診療科への設定間違い、診療科として特に標榜していない科に関するイレギュ

ラー的な診療行為などが考えられる。これらの不整合については照会をかけるなどして、

以下のような対応を行った。 

・収支計算ファイル上で、標榜診療科とレセプト上の診療科との紐付けを修正：20 件 

・レセプト上の診療科を別の診療科に振り替えることによって修正：17 件 

  

これについては、調査の実施手順として、先行して受領した E ファイル及びレセプト・

データに基づき診療科コードを抽出し、これに対し標榜診療科を設定してもらうという方

法にすることで解決できるのではないかと考えられる。 

 

4.1.3. 調査実施に当たっての対応策 

以上のデータ記載状況に基づき、本調査の実施可能性改善のために考えられる対応策を

以下にまとめる。 

① 調査の参加条件として、Eファイルまたはレセプト・データが収集できるだけでな

く、診療科コードが適切に記載されていることが必要である。 

② 収支計算ファイルにおいて標榜診療科とレセプト上の診療科の紐付けをしている

にもかかわらず、実際の E ファイルやレセプト・データにおける診療科がこれと

整合しないケースがあったことを考慮すると、実施場所調査と同じように、先行

して受領した E ファイル及びレセプト・データに基づき診療科コードを抽出し、

これに対し標榜診療科を設定してもらうという方法が望ましいと考えられる。ま

た、患者数などのデータも上記の方法で設定した診療科に基づき入力してもらう

ことで、照会を少なくすることができると考えられる。 

③ 中央診療部門と補助管理部門の部門設定については、どちらの部門か判断しづら

い場合が多く、部門の再設定を行うことが少なからずあった。この点を考えると、

中央診療部門と補助管理部門とでシートを分けずに同一シートとし、部門設定の

シートにて中央診療か補助管理かを設定できるようにする方法が考えられる。 

④ 給与などの部門別の費用と職員数及び看護師数などの基礎情報の不整合が多くあ

ったことを考慮すると、部門別費用と基礎情報は同一シートにて記載する方法が

考えられる。 

⑤ 任意シート（記載可能な病院が、部門別の収益・費用を任意に記入するシート）、

および収支計算シートにおける保険査定減、等の現状の記載状況は十分とはいえ

ない。また、当該シート記入に関する病院の負担も勘案すると、病院が記載する

箇所を削減し、例えば収益のデータは E ファイルまたはレセプト・データにて収

集する方法に一本化する、等の改善策をとることが望ましい。収支計算ファイル

に記載すべき収益に関するデータは、レセプトで収集できない保険外診療、歯科

部門収益などに限定することも考えられる。 

⑥ 病院全体の収支データに関しては、ほぼ同様の項目を医療経済実態調査でも収集

しているが、この調査票や記入要領に比べると各科目の定義や要綱による説明が
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貧弱であったといわざるを得ない。診療科部門別収支の最も根本なデータとなる

ため、もう少し詳細かつわかりやすい説明を行う必要があろう。 

⑦ 病院が記載する部門別の各データ（部門別の収益、給与、面積等の基礎情報等）

については、病院によってデータの取得方法が異なること（例えば、実データを

把握している、患者数や収益で按分するなどの推計をしている、等）が考えられ

る。どのような方法により取得した数値かを把握しておくことは精度検証にも役

立つものと考える。 

 

なお、本年度の調査研究において、調査班が上記のデータ確認、照会、修正等に要した

時間は概算で 1,500 時間程度と考えられる。本年度調査研究で明らかになった課題に対し

て改善策をとることにより、図表 4-4 のとおり、要した時間の 6～7 割を削減することが

可能と想定される。 

また、これらの対応により、調査参加病院においても調査票作成、照会への対応に関す

る負担の軽減が図れるものと推測する。 

 

図表 4-4 対応による調査班作業削減の見込 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Eﾌｧｲﾙや
ﾚｾﾌﾟﾄﾃﾞｰ
ﾀの先行

受領

調査票及
び記入要
綱の改善

ﾃﾞｰﾀﾁｪｯｸ
のｼｽﾃﾑ

化

匿名化ソ
フトの改

良

1 病院全体の収支データについて 203 110 0 61 50 92

2 給与費と職員数の整合性について 368 265 0 221 44 103

3 面積など基礎情報について 107 73 0 54 19 35

4 部門別収益データについて 106 69 21 32 16 37

5 患者数について 83 56 17 25 15

6 補助管理部門の設定（一部中央含む）に関して 77 39 0 23 16 38

7 各調査シートでの部門不整合 203 146 20 101 24 57

8 医師勤務時間調査の追加シートについて 37 23 0 18 5 14

9 職員数に看護師数は含んでいるか 31 24 0 21 3 6

10 病床数の記載がない 28 14 0 8 6

11 歯科の扱いについて 21 14 0 11 3 8

12 センター方式で記載なし 11 7 0 5 2

13 レセプト診療科との不整合 114 98 68 23 7 16

14 匿名化ソフトへの対応 113 10 10 103

1,500 948 126 604 208 10 552

（注１）これらの時間には、不整合の除去等が最終的にできなかったため、データとして採用しなかった病院に要した時間も含まれている。

（注２）記入要領の改善やシステム化等に関しては、別途作業が必要となる。

改善後
の必要
時間

改善による削減時間

合計

27

14

4

作業に要
した時間
（延べ）

(注３)本表における合計数値と内訳数値は、四捨五入の関係で合致しない場合がある。 
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4.2. DPCコスト調査研究結果を含めた分析 

4.2.1. 分析の概要 

（１） 背景および目的 

『医療機関の部門別収支に関する調査研究』（「部門別調査研究」）の対象病院のうち、『診

断群分類を活用した医療サービスのコスト推計に関する研究』（以下「DPC コスト調査研究」

という。）に参加している病院について、当該対象病院および DPC コスト調査班の協力によ

り、両者の調査結果について分析を行った。 

「部門別調査研究」は、入院・外来別、診療科別の収支計算手法の開発を目的としてい

る。一方「DPC コスト調査研究」は、診断群分類別のコストデータからコスト計算のため

の標準的な尺度を検討するものである。両調査の目的および分析の対象範囲は異なるが、

いずれも病院から提出されたコストデータを一定の基準に基づき患者別・診療科別等に配

賦して医療の原価の算出を試みるものである。今回は、「部門別調査研究」の診療科別計算

結果を「DPC コスト調査研究」の結果と照らし合わせ、「部門別調査研究」を検証すること

を目的として分析を実施した。 

 

（２） 両調査研究の概要 

「DPC コスト調査研究」と「部門別調査研究」の目的、調査方法等をまとめると、以下

のとおりとなる。 

図表 4-5 DPCコスト調査研究・部門別調査研究の目的・調査方法等 

項目 部門別調査研究 DPC コスト調査研究 

目的 病院の経営実態を捉えるための診

療科部門別収支計算方法の開発 

診断群分類別コスト計算の環境整

備 

原価算定対象 診療科別 診断群分類別 

（最小単位は患者単位、診療科別の集計

も可能） 

対象病院 DPC 準備病院、DPC 対象病院 DPC 対象病院 

 上記のうち、DPC 対象病院 31 病院を比較 

調査対象月 10 月 7 月～10 月 

分析対象範囲 区分 医業・医業外 医業 

 入外対象 入院・外来 入院（総額としては外来分も把握）

 収益・費用 収益・費用 費用 

主な費目の取

扱 

給与費 実際の支払金額を勤務時間による

按分等 

国家公務員俸給表単価 

×勤務時間×人数 

 材料費 1ヶ月分の総費用（払出または購入

の金額） 

保険対象は診療報酬点数を用い、保

険対象外は調査票から算出 

診療科の分類 Eファイルの「レセプト電算処理シ

ステム用診療コード（E-19）」（34

科目） 

E ファイルの「診療科区分（E-20）」

（63 科目） 
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（３） 分析対象病院の選定 

「部門別調査研究」では、病院への事前調査において各病院に「DPC コスト調査研究へ

の参加の有無」を照会した。今回の分析実施にあたっては、この事前調査によって「DPC

コスト調査研究」への参加が判明している病院に対して個別に調査協力依頼を行い、合計

47 病院から協力の同意を得た。なお、以下の分析結果は、この 47 病院のうち「部門別調

査研究」の最終的な分析対象病院である 31 病院についてのものである。 

 

4.2.2. 医業費用の分析 

（１） 医業費用総額 

「DPC コスト調査研究」と「部門別調査研究」で収集した各病院の医業費用総額（入院・

外来合計の医業費用総額）を比較すると以下のとおりである。 

 

図表 4-6 DPC調査・部門別調査研究の医業費用総額 
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両調査研究が収集する費用の範囲や算定方法には異なる部分があるため金額は一致しな

いが、上記のとおり医業費用総額において大きな相違は無かった。このため、この 31 病院

を分析対象とした。 

 

次に、医業費用のうち、今回の分析対象である「入院」に係る医業費用の差額の比率を

下図表に示す。 
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図表 4-7  DPC・部門別の医業費用（入院）の差額比率 
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平均：4.11% 

両者の差額の比率が 30％を超えるものが 5 病院、20％を超えるものが 8 病院存在した。

31 病院の差額比率の平均（算術平均。以下同じ）は 4.11％、30％を超える病院を除外した

平均は 3.28％、20％を超える病院を除外した平均は 2.62％となった。 

 

（２） 費目別分析 

上記両調査研究の「入院」に係る医業費用を病院会計準則の費用科目に分類し、両調査

研究の医業費用全体の差額を 100 とした時の各費目の差額の割合を示したものが、図 4-8

である。また、費目ごとの差額の比率の分布を箱ひげ図で表したものが、図 4-9 である。 

 
図表 4-8 医業費用（入院）差額に占める各費用の割合 
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図表 4-9 医業費用（入院）の費目ごとの差額比率の分布（箱ひげ図）
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図表 4-8 から、差額の原因として大きな割合を占めているのは「給与費」、次に「材料費」

「委託費」であることがわかる。また、図表 4-8、図表 4-9 から、「給与費」「委託費」は

「DPC コスト調査研究」の額の方が大きく（差額比率大）、「材料費」「設備関係費」は「DPC

コスト調査研究」の金額の方が小さい（差額比率小）の傾向があることがわかる。 

また、上記分布の箱ひげ図を、医業費用（入院）総額の差額の大きい 8 病院を除外して

作成したものが図表 4-10 である。ここから、差額の小さい病院についてだけ見ても、費目

ごとに同様の傾向があることがわかる。 

 
図表 4-10 医業費用（入院）の費目ごとの差額比率の分布（箱ひげ図）（外れ値を除く23病院） 
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なお、上記において差額が大きかった費目についての両研究の取扱には、以下の相違が

ある。 

 

 給与費 
「部門別調査研究」では、給与費（医師、その他の職員）は実際に支払われた金額を用

いており、勤務時間で按分（医師）、または部門に直接計上（その他の職員）している。

一方、「DPC コスト調査研究」の給与費は、病院から報告を受けた勤務時間や人数に対して、

国家公務員俸給表の単価、つまり実際単価ではなく標準的な単価を乗じて金額を算出して

いる。これは、病院経営の実態を捉えることを重視する「部門別調査研究」と、標準的な

尺度としての診療群毎の原価計算を重視する「DPC コスト調査研究」との目的の違いよる

ものである。 

両調査研究における給与費金額の相違には、このような給与単価の違いが影響している

と考えられる。 

給与費総額の相違の大きい 5病院と小さい 5病院について、給与単価の相違を比較する

と、給与費において最も大きな割合を占める看護師の給与単価の相違は、給与費総額の大

きい病院の方が小さい病院よりも平均的に大きかった。これらの 10 病院を開設者別に見

ると、給与費総額の相違の大きい 5 病院のうち 1 病院が公的な病院、4 病院が私的な病院

であり、給与費総額の相違の小さい 5 病院では、3 病院が公的な病院、2 病院が私的な病

院であった。すなわち、給与費総額の相違が大きい 5 病院の方が、相違の小さい 5病院よ

りも私的な病院を多く含んでいる。これは、私的な病院の方が公的な病院よりも、実際の給

与単価と国家公務員俸給表の単価、つまり標準単価との相違が大きくなることから予想される

結果と整合的である。 

図表 4-11 給与費総額の相違の大小と開設主体 

 公的な病院 
（国立、公立、公的、
社会保険関係法人） 

私的な病院 
（医療法人、その他） 

給与費総額の 
相違が大きい 5病院 

1 病院 4 病院 

給与費総額の 
相違が小さい 5病院 

3 病院 2 病院 

 
 

 材料費 
「部門別調査研究」においては、「医薬品費」「診療材料費」等の材料費は 1ヶ月分の総

費用（払出金額または購入金額）を計上している。一方、「DPC コスト調査研究」は、保険

対象はＥ／Ｆファイルに計上された診療報酬点数の価格を用い、保険対象外は調査票から

払出金額または購入金額を取得している。材料費には、このようなデータ収集段階におけ

る捕捉の範囲（当月使用分のみか、余剰を含む購入金額か）、また捕捉した単価の基準（払

出・購入金額か、診療報酬点数の価格か）の相違が考えられ、範囲・数量と単価がそれぞ

れ異なる方向に差額を広げている可能性がある。 

さらに材料費の差額が大きい 5 病院についてその内訳を見てみると、「部門別調査研究」
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において材料費の約半分を占める「診療材料費」（ガーゼ、縫合糸、レントゲンフィルム

等の１回ごとに消費する診療材料の費用）について、5 病院全てにおいて「部門別調査研

究」の方が「DPC コスト調査研究」よりも大幅に高くなっている。また、材料費の約 44％

を占める「医薬品費」について比較すると、3 病院が「部門別調査研究」の方が高く、2

病院では「DPC コスト調査研究」の方が高かった。 

消耗品費である「診療材料費」のうち診療報酬の対象となる部分については、①払出・

購入価格の方が診療報酬の価格より低いと想定される反面、②購入の対象には余剰分も含

まれるため総額が診療報酬より高くなる可能性があると想定される。市場流通価格の実態

や各病院の購入状況が把握できない中ではあるが、「診療材料費」について「部門別調査

研究」が「DPC コスト調査研究」を大幅に上回った背景としては、①より②の影響が大き

かったことも想定される。また、「医薬品費」についても「診療材料費」と同じ傾向が見

られるが、両調査研究における傾向の違いは「診療材料費」ほどには明確に出ていない。 

なお、材料費の約 2～3％の「医療消耗器具備品費」（診療用具でゴム管、シャーレ等の

１年内に消費するものの費消額等）については、5 病院のうち 3 病院において「部門別調

査研究」の方が「DPC コスト調査研究」よりも大きくなっている。また、材料費の約 4％

の「給食用材料費」については、全く同じが３病院、「DPC コスト調査研究」が高い病院が

１病院、「部門別調査研究」が高い病院が１病院であった。 

 
 設備関係費 

病院の地代家賃は、「部門別調査研究」においては「設備関係費」に、「DPC コスト調査

研究」においては「経費」に計上されており、費目間での入繰が発生している。また、減

価償却費が大きく異なる病院があったが、その要因は明らかにできなかった。 

 

（３） 診療科部門別分析 

分析の際の診療科として、「部門別調査研究」ではＥファイルの「レセプト電算処理シス

テム用診療科コード（E-19）」（34 科）を用いており、「DPC コスト調査研究」では同じくＥ

ファイルの「診療科区分（E-20）」（63 科）を用いている。両調査研究の診療科別の費用を

突合したところ、同一診療科で金額が大きく相違しているもの、また両者のコードが必ず

しも整合性をもった組み合わせでないもの、等が存在した。その理由としては、両コード

は定型的に対応しているわけではないため、それぞれのコードの内容や対応関係は病院の

運用により相違があるということが考えられる。 

このような事情により、現時点での「DPC コスト調査研究」と「部門別調査研究」の診

療科のマッチングは難しく、両調査について統一的に診療科別の分析をすることはできな

かった。両研究で使用する診療科は研究の目的が異なるために相違しているが、今後診療

科の議論の中で、両コードの対応関係について整理することも考えられる。 

 

4.2.3. 医業費用の入院・外来比率 

「部門別調査研究」「DPC コスト調査研究」の、それぞれ三次配賦、三次計上後の医業
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費用の入院・外来比率を比較したのが、図表 4-12 である。 

 

図表 4-12 DPC・部門別の外来/入院比率（三次配賦後） 

三次計上・三次配賦後　医業費用の外来・入院比率
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「DPC コスト調査研究」における医業費用の外来／入院比率の平均（算術平均。以下同

じ。）は 0.60、「部門別調査研究」における外来／入院比率の平均は 0.54 であり、有意な

差はなかった。 

 

4.2.4. 両研究における原価計算の意義 

「部門別調査研究」「DPC コスト調査研究」は、双方とも医療の原価の把握を目指すもの

であるが、上述のとおりその原価算定の目的には異なる部分がある。「部門別調査研究」は、

病院の経営実態を反映した診療科部門別収支計算を目指すのに対し、「DPCコスト調査研究」

では、診療群分類別にコスト計算の標準的な尺度を検討するものである。両者とも実際に

費やした人員や時間を基礎として原価を算出するが、「DPC コスト調査研究」では、計算の

標準化のために各費目の単価等に既存の統一的指標等を用いている場合が多い（給与費に

おける国家公務員俸給表、医薬品費・材料費における診療報酬点数、等）。両研究の診療科

別計算結果の差異は、このような両研究の原価計算の意義の違いに起因する部分がある。 
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4.3. 総括 
 

4.3.1. 調査手法の整理 

（１） 収支計算結果 

本年度調査においては、調査対象病院を 100 病院に拡大し、そのうち 67 病院の計算結

果を分析したところ、診療科別に概ね共通した傾向が見られた。また、参加病院に対して

実施した事後調査では、半数以上の病院から調査結果と病院の認識がほぼ一致していると

の結果が得られた。 

本年度の調査は、DPC 対象病院、DPC 準備病院という限定された病院についてのもので

あるが、その範囲内において本診療科部門別収支計算手法による診療科部門別収支計算結

果には一定の汎用性が確認できたものと思われる。 

 

（２） データ収集の課題 

調査結果の検証と同時に、本年度調査では、拡大した各調査対象病院での調査対応状況

を検証し、データ収集における課題の抽出を行なった。その結果、「4.1．汎用性の検証」

で述べたとおり、調査票の正確性を確保し、かつ病院の調査票作成負担を軽減するための

いくつかの改善策をあげることができた。今後、診療報酬改定の検討に資する調査として

更に広範な調査を実施する際の有益な示唆が得られた。 

 

（３） 診療科コード 

本調査研究では、病院固有の診療科をレセプト診療科コードに対応づけ、それを診療科

部門別収支計算の基本診療科に集約している。しかし、この集約された診療科に含まれる

内容は病院により異なる可能性がある。例えば、内科とともに循環器科や消化器科を標榜

する病院では内科に循環器科、消化器科の診療内容は含まれないが、内科のみを標榜する

病院の内科には、他病院の循環器科、消化器科等に相当する診療内容が含まれることが考

えられる。また、整形外科とともにリハビリテーション科を標榜する病院では、整形外科

にリハビリテーション科の診療内容は含まれないが、整形外科のみ標榜する病院の整形外

科には、他病院のリハビリテーション科に相当する診療内容が含まれることが考えられる。

これは、現行診療科目の体系下で異なる病院間の診療科別比較、集計をする場合に発生し

うる問題である。この点への対応策として、例えば、循環器科、消化器科等を含めた「広

義の内科」、心臓血管外科等を含めた「広義の外科」等の概念を用いる等、病院間の適切

な診療科別比較が可能となるような方策を検討することが考えられる。 

 

（４） 等価係数の課題 

本年度調査では等価係数作成のための「特殊原価調査」を実施せず、昨年度までの「標

準等価係数」が存在しないサービスについては、診療報酬点数を媒介にして推計する暫定
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的な方法を用いた。等価係数を算定するための「特殊原価調査」は病院の作業負荷が重い

ため、全ての「一般原価調査」対象病院に対して同時に実施することは現実的ではない。

従って、今後本調査研究の手法を活用する場合には、少なくとも一部の等価係数について

は本年度と同様に既存の等価係数を調整して使用することとなる。但しその場合は、以下

の点に留意する必要がある。 

 

①本年度の点数を媒介にした推計方法は、サービス毎の原価を反映したものではないた

め、その影響を可能な限り抑えることが望ましい。今回の推計の範囲は、「図表 3-19」の

とおり「検査」「画像診断」に比べて「手術」の等価係数の推計に依存する割合が高い。

従って、今後は点数・件数から見て影響の大きい手術種類について、改めて「特殊原価調

査」による標準的等価係数の算出を実施することが望ましい。 

②本年度は、診療報酬点数の区分毎（例：「D10＊」）にデータを平均し、等価係数を推計

した。推計の区分の妥当性については、今後の診療報酬体系の変化等に留意しながら継続

的に検討していく必要がある。 

 

（５） 病院へのデータフィードバック 

病院のデータに基づいて算出した収支計算結果の妥当性は、算出過程の妥当性はもちろ

んのこと、病院が提供するデータの正確性を前提に成り立つものである。従って、より精

度の高い調査を実施するためには、計算方法の確立とあわせて、病院のより正確なデータ

提供を促すような仕組の構築が必要となる。このために、病院へのフィードバックとして

は、単に計算結果だけでなく、その算出過程についての情報提供等も視野に入れ、病院に

とってのメリットも考慮した調査、検証体制を構築することが有効と考える。 

たとえば、他の病院（集計結果）と比較して当該病院のポジションを示した資料を提供

する、病院独自の按分係数や等価係数を投入して再計算できるようなソフトを提供する、

といったことが考えられる。 

 

4.3.2. 成果の活用 

対象病院を拡大した本年度の調査研究により、今後の成果の活用に関しては以下のこと

が確認された。 

 

（１） 統一的な計算手法 

本年度調査研究の結果、病院の対応可能性の観点から複数の改善点が明らかになった。

これに対応することにより、データの正確性を確保し、参加病院の負担を軽減することが

可能となる。その結果、より多くの病院を対象にした汎用性のある調査を実施することが

できると考える。 
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（２） 病院間の比較可能性 

本調査研究で使用する原価は標準化したものではなく、実際に病院が費消した費用のデ

ータに基づくものであるため、計算結果は病院の実態を表したものといえる。このことに

より、本調査研究の結果は、診療報酬改定にあたっての政策立案に資する資料としての利

用価値だけでなく、病院の内部管理にとっても有益なものとして発展する可能性がある。

さらに本年度のように、参加病院に当該病院の計算結果と全参加病院の計算結果を還元す

ることにより、参加病院は診療科別に自院と他院との比較をすることができ、それにより

病院の調査参加についてのインセンティブを高めることができる。 

 

（３） 公的調査の回収率とデータの精度の向上 

今後、公的調査の回収率を高め、データの精度を向上させるためには、調査客体となっ

ている病院にもメリットとなる調査とする必要がある。本調査研究で開発したソフトを病

院に提供し、必要に応じて病院独自の按分方式等に入れ替えて、管理会計として業務的に

使用すれば、病院にとっても有用であると考えられる。本調査研究で明らかなように、対

象病院においても、診療科部門別収支をほぼ完全に把握している病院は、全体の 2割以下

に留まっており、簡便な方式に対するニーズは高い。 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 

（３） 神経内科 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 

 

（６） 循環器科 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 

 

（７） 小児科 
 

小児科

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000 100,000

患者1人1日あたり医業収益（円）

患
者

1
人

1
日

あ
た

り
医

業
費

用
（
円

）

入院部門　（Ｎ=  40 ）

外来部門　（Ｎ=  44 ）

 
 

資料2-7 



（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 

（９） 整形外科 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 

（１０） 形成・美容外科 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 

（１１） 脳神経外科 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 

（１２） 心臓血管外科 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 

（１３） 皮膚科 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 

（１４） ひ尿器科 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 

（１５） 産婦人科 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 

（１６） 婦人科 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 

（１７） 眼科 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 

（１８） 耳鼻いんこう・気管食道科 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 

（１９） 放射線科 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 

（２０） 麻酔科 
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（資料２）診療科別医業収益／医業費用分布 

（２１） リハビリテーション科 
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（資料３）事前調査票 

資料 3-1 

（資料３）事前調査票 
平成18年  月  日 

財団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会 医療経済研究機構 
部門別収支調査事務局 行 
 

医療機関の部門別収支に関する調査研究  事前調査 
 
１．貴院に調査をお願いした場合、ご提出いただくデータは、どの程度把握できる状態でしょうか。 
各調査項目について、先般電子メールにてお送りした実施要綱をご参照の上、以下の選択肢の中で最も近いもの

を１つだけ選択し、ご回答欄にご記入ください。 
１．ほぼ１００％把握できる 
２．８０％程度把握できる 
３．５０％程度なら、把握できる 
４．３０%程度しか把握できない 
５．ほとんど把握できない 

 
（１）調査１ 収支計算ファイル        

ご回答欄 

部署別の収益及び費用 （要綱 調査１－１２、１－１３、１－１４）について 
（２）調査３ 

医師勤務に関する調査 （要綱 調査３－３、３－５） 
（３）調査４ 

手術、検査、画像診断の診療行為実施場所に関する調査 （要綱 調査４－３） 
 
２．貴院における「入院診療科」および「外来診療科」（以下診療科）と、 ご回答欄 

診療報酬請求時における「診療科コード」の対応について、 
次のいずれかを選択してください。 

 
１．「診療科」１つ（または複数）に、「診療科コード」が１つ対応している 
２．「診療科」１つに、「診療科コード」が複数対応している場合がある （センター方式） 

 
３．「診断群分類を活用した医療サービスのコスト推計に関する研究」（ＤＰＣコスト調査研究）への参加の有無 

について、次のいずれかを選択してください。 ご回答欄 

   
１．参加している 

  ２．参加していない 
 

貴医療機関名  

ご担当者様ご芳名  

メールアドレス ＠ 

 
お手数おかけしますが、上記にご記入の上、当紙面を１２月３日までに、下記のＦＡＸまでご送付お願

い申し上げます。 

送付先ＦＡＸ番号  ：０３－３５０６－８５２８ 

 



（資料４）部門設定調査票 

資料 4-1 

（資料４）部門設定調査票 
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（資料４）部門設定調査票 
 

 

資料 4-2 

貴
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入
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病
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名
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入
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療
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そ
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に
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内
科

01
内
科

内
科

01
内

科
第

一
手

術
室

手
術

医
事

課
医
事

東
４
階

神
経

内
科

01
内
科

整
形

外
科

11
整

形
外
科

第
二

手
術

室
手

術
・

・
・

・
・

・
・

西
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階

外
科

10
外
科

産
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人
科

23
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人
科

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

用
度

課
用
度

・
・
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査
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・

・
・

・
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①
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。

②
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療
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。
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な
お
、
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。

⑦
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。

⑨
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の
契
約
等

用
度
係

・・
・

総
務

主
に
庶
務
･企

画
･人

事
関
係

の
事
務

を
担
当
し
て
い
る
部

署

事
務
文

書
管
理
、

病
院
事

業
の
企
画
、

職
員

の
人
事
･給

与
管
理
等

庶
務
係

、
事

務
部
長
室
、
秘
書
課
、

経
理
課

、
人

事
企
画
室
・・

・

施
設

管
理

主
に
病
院
施
設

の
保
守
･管

理
事
務

を
担
当
し
て
い
る
部

署

建
物

･機
械
等
の
保
守
･管

理
、

電
気

･ガ
ス
･水

道
の
管
理
、

駐
車
場

の
管
理
等

施
設
係

・・
・

情
報

管
理

主
に
診
療
行
為

か
ら
発
生
す

る
診
療
情
報
の
管
理
事

務
を

担
当
し
て
い
る
部
署

診
療
情

報
管
理
、

院
内

の
情
報
シ
ス
テ
ム
制
御

等
電
算
室

・・
・

図
書

室
－

図
書

の
管
理

図
書
室

　
　
補

助
・管

理
部

門
の

考
え
方
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１．収支計算ファイル 
 
（１）説明 

部門設定、施設全体収支データ、直課項目（医業収益、給与費（医師を除く）、医薬品費）、基礎情報を得ることを目的としている。

調査期間および調査概要は下図表のとおりである。 

図表 収支計算ファイル 調査期間等 

 内容 

調査期間 平成 18 年 10 月（１カ月分） 

記入者等 事務部門責任者 

調査方法 磁気式ファイルへの直接入力 

ファイル① 部門設定に関する情報、施設全体収支データ 

ファイル② 

・直接計上情報（必須） 

・医業収益（入院料収益、入院診療収益、室料差額収益、外来診療収益、保険査定減） 

・医業費用（給与費・医薬品費） 

ファイル③ ・直接計上情報（任意）上記（ファイル②）項目以外 

調 査  

フ ァ イ ル  

ファイル④ 基礎情報 
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（資料５）一般原価調査票 

図表 収支計算ファイル種別とその内容 

ファイル種別 内容 

①－１ 入院部門 病棟名、使用可能病床数、延べ入院患者数、入院患者の診療科 

①－２ 

部門設定 

外来部門 外来診療科名、延べ外来患者数 

①－３ 

 

部門設定 

（レセ対応） 
入院・外来 基本診療科、病院独自の診療科 

①－４ 中央診療部門 中央診療部門名、病院独自の部門名 

①－５ 
部門設定 

補助・管理部門 補助・管理部門名、病院独自の部門名 

①－６ 施設全体収支データ 
病院会計準則（改定版、平成１６年８月）に沿った医業収益、医業費用、医業外収益および医

業外費用のデータ 

②－１ 

②－２ 
医業収益 

入院部門 

外来部門 

中央診療部門 

直課項目（医業収益）｛入院料収益、入院診療収益、室料差額収益、外来診療収益、保険査

定減｝ 

②－３ 
入院部門 

外来部門 

②－４ 中央診療部門 

②－５ 

直 接 計 上 情 報

（必須） 

医業費用 

補助･管理部門 

直課項目（医業費用）｛常勤および非常勤について、看護職給、医療技術員給、事務員給、

技能労務員給、医薬品費｝ 

③－１ 入院部門、外来部門 

③－２ 中央診療部門 

③－３ 

直 接 計 上 情 報

（任意） 
補助・管理部門 

直課項目（任意） 

④－１ 基礎情報（入院部門） 

④－２ 基礎情報（外来部門） 

④－３ 基礎情報（中央診療部門） 

④－４ 基礎情報（補助・管理部門） 

医師数、看護師数、職員数、面積、給食食数 
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（２）調査票 
 

１．調査内容 

 

■ 貴院の部門構成、損益データ、配賦係数として用いる基礎数値（例：職員数、患者数、面積等）に関するデータを収集する調査で

す。 

■ 本調査１で得られたデータをもとに、入院、外来診療科別原価計算の枠組み等が設定されます。 

 

２．調査対象月 

■ 平成１８年１０月分

 

３．データ形式 

■ 磁気式ファイルへ直接入力をお願いします。 

 

４．ご記入・データ作成にあたって 

■ 調査票記入にあったては、次頁「収支入力ファイル」の記入例をご参照ください。 

 

※ 部門設定段階で、歯科に関する診療科は全て除外しております。全体収支に関する項目などについてもできるだけ歯科分を除去し

てくださいますようお願い申し上げます。 
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シート①-1 部門設定 （入院部門（病棟）） 

 
このシートでは、貴院の病棟に関する情報についてご記入ください。

１．貴院の各病棟名をご確認ください。

２．各入院患者の診療科目をご確認ください。

３．各病棟の病床数をご記入ください。

４．各病棟の診療科別入院患者数をご記入ください。

※黄色のセルのみ入力ください（以下同様）。

病棟１ 病棟２ 病棟３ 病棟４ 病棟５

病 棟 名 １－１病棟 １－２病棟 小児１病棟 小児２病棟 小児ICU

使 用 可 能 病 床 数 10床 20床 15床 25床 30床

平 成 18 年 10 月 の
延 べ 入 院 患 者 数 合 計
（ 自 動 計 算 ）

延べ15人 延べ25人 延べ55人 延べ10人 延べ35人

内 科 延べ15人

呼 吸 器 科 延べ25人

消 化 器 科 （ 胃 腸 科 ）

循 環 器 科

小 児 科

精 神 科

神 経 内 科

リ ウ マ チ 科 延べ35人

外 科 延べ10人

整 形 外 科 延べ20人

形 成 外 科 延べ10人

脳 神 経 外 科 延べ25人

呼 吸 器 外 科

心 臓 血 管 外 科

小 児 外 科

産 婦 人 科

産 科

眼 科

耳 鼻 い ん こ う 科

皮 膚 科

泌 尿 器 科

放 射 線 科

貴院の
入院患者の診療科

１．貴院の各病棟名をご確認ください。

３．各病棟の病床数をご記入ください。

４．各病棟の診療科別入院患者数を
     ご記入ください。

記入できないセルには、
空白のままでお願いします

（以下、同じ）

２．各入院患者の診療科目を
     ご確認ください。
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シート①-2 部門設定 （外来部門（外来診療室）） 

このシートでは、貴院の外来診療室に関する情報ついてご記入ください。
１．外来（外来診療室）の状況についてご確認ください。
２．延べ外来患者数をご記入ください（延べ外来患者数は数字のみ入力ください）

外来1 外来2 外来3 外来4 外来5 外来6 外来7
外 来 診 療 科 名 合 計 （ 自 動 計 算 ） 内科 精神科 神経科 神経内科 呼吸器科 リウマチ科 小児科
平成18年10月の
延べ外来患者数

合計：延べ0人
外 来 患 者 の 診 療 科

診療科ごとに、平成18年10月の
延べ外来患者数を記入してください。
なお、診療科はあるが、平成18年10月の
外来患者数が0人の場合は、
「0人」と記入してください。
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シート①-3 部門設定 （レセ対応）1 

１．入院部門・外来部門における貴院の診療科と診療科コード（診療報酬請求時）の対応 

診 療 科 コ ー ド

01 内 科

02 精 神 科

03 神 経 科

04 神 経 内 科

05 呼 吸 器 科

06 消 化 器 科

07 胃 腸 科

08 循 環 器 科

09 小 児 科

10 外 科

11 整 形 外 科

12 形 成 外 科

13 美 容 外 科

14 脳 神 経 外 科

15 呼 吸 器 外 科

16 心 臓 血 管 外 科

17 小 児 外 科

18 皮 膚 ひ 尿 器 科

19 皮 膚 科

20 ひ 尿 器 科

21 性 病 科

22 こ う 門 科

23 産 婦 人 科

24 産 科

25 婦 人 科

26 眼 科

27 耳 鼻 い ん こ う 科

28 気 管 食 道 科

29 （ 欠 ）

30 放 射 線 科

31 麻 酔 科

32 （ 欠 ）

33 心 臓 内 科

34 ア レ ル ギ ー 科

35 リ ウ マ チ 科

36 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 科 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科

リウマチ科

耳鼻咽喉科

放射線科

産婦人科

眼科

皮膚科

泌尿器科

呼吸器外科

心臓血管外科

小児外科

整形外科

形成外科

脳神経外科

循環器科

小児科

外科

神経内科

呼吸器科

消化器科

リウマチ科

放射線科

眼科

耳鼻いんこう科

産婦人科

小児外科

皮膚科

泌尿器科

脳神経外科

呼吸器外科

心臓血管外科

循環器科

小児科

整形外科

形成外科

外科

貴院の入院部門 貴院の外来部門

内科

精神科

内科

精神科

神経内科

呼吸器科

消化器科（胃腸科）

「診療科コード」（診療報酬請求時）の診療科ごとに対応する、「貴院の入院診療

科」および「貴院の外来診療科」をご確認ください。 
 
※「貴院の入院診療科」および「貴院の外来診療科」が、複数の「診療科コード」

と対応する場合は、.調査 1-6「２．センター方式等を採用している部門」に

ご記入ください。 
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２．センター方式等を採用している部門 
このシートでは、貴院の診療科 1 つに対し、複数の診療科コード（診療報酬請求時）が対応している場合のみご記入ください。 
（このような診療科をここでは「センター」と呼びます。） 
 
＜入院部門（病棟）＞

セ ン タ ー 名 ： 内科

●センター名に対する勤務の実態をご記入ください

②実人数
③平均週間勤務日数

（常勤換算）
④実人数

⑤平均週間勤務日数
（常勤換算）

01内科 2 5.5 2 2.5

04神経内科 0 0 1 1

09小児科 1 5 1 3

07胃腸科 1 5 0 0

※「①診療科（診療科コード）」は、プルダウンメニューより選択してください。

＜外来部門（外来診療室）＞

セ ン タ ー 名 ：

●センター名に対する勤務の実態をご記入ください

②実人数
③平均週間勤務コマ数

（常勤換算）
④実人数

⑤平均週間勤務コマ数
（常勤換算）

※「①診療科（診療科コード）」は、プルダウンメニューより選択してください。

①診療科
（診療科コード）

常勤医師 非常勤医師

①診療科
（診療科コード）

常勤医師 非常勤医師

 

ここにセンター名が記入されている場合

のみ、以下の欄にご記入ください 
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＜項目の説明＞ 

項目名 記載内容 記載例及び留意点 

センター名等 診療科コードとの対応付

けが困難な部門名 

循環器センター、脳神経センター、腎センター、脳卒中センター 

①診療科 

（診療科コード） 

 

診療科コード 内科、心療内科、精神科、神経科（神経内科）、呼吸器科、消化器科（胃腸科）、循環器科、アレルギー科、リウマチ科、

小児科、外科、整形外科、形成外科、美容外科、脳神経外科、呼吸器外科、心臓血管外科、小児外科、皮膚泌尿器科（皮

膚料又は泌尿器科）、性病科、こう門科、産婦人科（産科又は婦人科）、眼科、耳鼻いんこう科、気管食道科、リハビリ

テーション科及び放射線科1

②実人数 携わる常勤医師数 当センターにて実際に診療に携わっている常勤医師数 

③平均週間勤務日数 

（常勤換算） 

携わる常勤医師の平均週

間勤務日数 

例）常勤医師が２名でそれぞれ勤務日数が５日と４日であれば、平均週勤務日数は 4.5 日。 
※「１日」は貴院における入院の平均的な１日の勤務時間をもとに定義する（例 １日＝12 時間）。 
これをもとに、常勤医師ごとの日数を計算する。 

④実人数 携わる非常勤医師数 当センターにて実際に診療に携わっている非常勤医師数 

⑤平均週間勤務日数 

（常勤換算） 

非常勤医師（入院）の平

均週勤務日数 

入院に携わる非常勤医師の平均週間勤務時間を、常勤医師の 1 日当り平均勤務時間及び非常勤医師数で割る。 

例）非常勤医師が２名で、それぞれ勤務日数が週 12 時間と 16 時間、常勤医師の 1 日当り平均勤務時間が８時間であれ

ば、平均週勤務日数は（12＋16）÷８÷２＝1.75 日 

⑥平均週間勤務コマ数

（常勤換算） 

常勤医師（外来）の平均

週間勤務コマ数 

外来に携わる常勤医師の平均週間勤務コマ数を記入。 
原則として１コマ＝３時間、午前１コマ、午後１コマとする。ただし、コマ数の数え方が左記と異なる場合は、貴院に

おける１コマの時間を設定し、コマ数を計算する。 

⑦平均週間勤務コマ数

（常勤換算） 

非常勤医師（外来）の平

均週間勤務コマ数 

外来に携わる非常勤医師の平均週間勤務コマ数を記入。 

 

                                                  
1 出所）医療法施行令（広告することができる診療科名）第５条の 1 
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シート①-4 部門設定 （中央診療部門） 

中央診療部門に該当する貴院の部門名をご確認ください。

※中央診療部門に該当する部署とは、入院、外来患者に共通した医療サービスを実施する部署となります

貴院の部門名

手 術 中央手術部

検 査 検査部

画像診断部

中央処置室

リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン リハビリセンター

人 工 透 析 透析室

薬 剤 薬剤部

栄 養 栄養科

地 域 連 携 地域医療連携室

輸血部

高圧酸素治療室

外来指導室

訪問看護ステーション

その他の中央診療部門

そ の 他

画 像 診 断
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シート①-5 部門設定 （補助・管理部門） 

補助・管理部門に該当する貴院の部門名をご確認ください。

※補助・管理部門とは、貴院の運営管理を行う部署を指しています（医療サービスを行う部署は含まれません）。

貴院の部門名

医療事務部

臨床工学室

資材部

材料室

病院事務部

人事部

企画部

その他の補助・管理部門

施 設 管 理 施設管理室

情 報 管 理 医療情報管理室

図 書 室 図書室

そ の 他

総 務

用 途

医 事
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シート①-6 施設全体収支データ 

資料

 

平
成

18年
10月

、
平

成
1
8年

の
複

数
月

合
計

（例
：4月

か
ら

10
月

）の
収

益
、

費
用

の
数

値
を

ご
記

入
く
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（資料５）一般原価調査票 

 

 
シート②-1 医業収益（入院（病棟）・外来（外来診療室）） 

 このシートでは、病棟別の医業収益（入院部門）、診療科別の医業収益（外来部門）に関する情報ついてご記入ください。

※病棟名はシート①－1を参照しています。

●入院部門（病棟） 病棟１ 病棟２ 病棟３ 病棟４ 病棟５ 病棟６ 病棟７ 病棟８

科目 小計 感染症病棟 周産期センター 集中治療室 救命救急センター 東3階 西3階 東4階 西4階

入院料収益 0円

入院診療収益 0円

室料差額収益 0円

外来診療収益 0円

保健予防活動収益 0円

受託検査・施設利用収益 0円

その他の医業収益 0円

合計 0円

保険等査定減 0円

※診療科名はシート①－2を参照しています。

●外来部門（外来診療室） 外来1 外来2 外来3 外来4 外来5 外来6 外来7 外来8

科目 小計 消化器内科 消化器化学療法科 呼吸器内科 循環器内科 腎臓内科 内分泌糖尿病科 神経内科 小児科

入院料収益 0円

入院診療収益 0円

室料差額収益 0円

外来診療収益 0円

保健予防活動収益 0円

受託検査・施設利用収益 0円

その他の医業収益 0円

合計 0円

保険等査定減 0円
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（資料５）一般原価調査票 

シート②-2 医業収益（中央診療部門） 

 １．中央診療部門における部署別の医業収益に関する情報ついてご記入ください。

※「入院診療収益」、「外来診療収益」には、それぞれの部署に該当する入院患者、外来患者の特掲診療料として発生した収益額のみを計上してください。

●中央診療部門 ※部署名はシート①ー4を参照しています。

科目 小計 手術室 臨床検査科 放射線 リハビリテーション 透析室 薬局 栄養管理科 急患室

入院料収益 0円

入院診療収益 0円

室料差額収益 0円

外来診療収益 0円

保健予防活動収益 0円

受託検査・施設利用収益 0円

その他の医業収益 0円

合計 0円

保険等査定減 0円

２．以下の確認表で、各シート間（①-6、②-1、②-2）の整合性をご確認ください。

※シート②-1、②-2の合計値が、シート①-6の値と等しくなります。

●合計（科目）と内訳（入院部門、外来部門、中央診療部門）の確認表

科目
①入院部門
（シート②-1
上段の値）

②外来部門
（シート②-1
下段の値）

③中央診療部門
（シート②-2
上段の値）

合計
①+②+③

平成18年10月分
（シート①-6の値）

入院料収益 0円 0円 0円

入院診療収益 0円 0円 0円 0円

室料差額収益 0円 0円 0円

外来診療収益 0円 0円 0円 0円

保健予防活動収益 0円 0円

受託検査・施設利用収益 0円 0円

その他の医業収益 0円 0円

合計 0円 0円

保険等査定減 0円 0円 0円 0円 0円

この表は、入力の必要はありません。 

各部門の合計値が全体合計と一致して

いるかどうかをご確認ください。 

整合が取れない場合、セルが赤く表示さ

れます。 
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（資料５）一般原価調査票 
シート②-3 給与費・材料費（入院（病棟）・外来（外来診療室）） 

 このシートでは、病棟別の給食費・材料費（入院部門）、診療科別の給食費・材料費（外来部門）に関する情報ついてご記入ください。

※病棟名はシート①ー1を参照しています。

●入院部門（病棟） (参考） 病棟1 病棟2 病棟3 病棟4 病棟5 病棟6

科目２ 科目３ 小計 東3病棟 東4病棟 ICU 救急病棟 西2病棟 西3病棟

常勤医師給 0円

非常勤医師給 0円

常勤看護師給 0円

非常勤看護師給 0円

常勤医療技術員給 0円

非常勤医療技術員給 0円

常勤事務員給 0円

非常勤事務員給 0円

常勤技能労務員給 0円

非常勤技能労務員給 0円

賞与引当金繰入額 0円

退職給与費用 0円

法定福利費 0円

医薬品費 0円

診療材料費 0円

医療消耗器具備品費 0円

給食用材料費 0円

※診療科名はシート①ー2を参照しています。

●外来部門（外来診療室） (参考） 外来１ 外来２ 外来３ 外来４ 外来５ 外来６

科目２ 科目３ 小計 H総合内科 H循環器内科 Ｈ消化器内科 Ｈ腎臓内科 Ｈ神経内科 Ｈ外科

常勤医師給 0円

非常勤医師給 0円

常勤看護師給 0円

非常勤看護師給 0円

常勤医療技術員給 0円

非常勤医療技術員給 0円

常勤事務員給 0円

非常勤事務員給 0円

常勤技能労務員給 0円

非常勤技能労務員給 0円

賞与引当金繰入額 0円

退職給与費用 0円

法定福利費 0円

医薬品費 0円

診療材料費 0円

医療消耗器具備品費 0円

給食用材料費 0円

材料費

給与費

給与費

材料費
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（資料５）一般原価調査票 
シート②-4 給与費・材料費（中央診療部門） 

 

このシートでは、貴院の給食費・材料費（中央診療部門）に関する情報ついてご記入ください。

●中央診療部門 (参考） ※部署名はシート①ー4を参照しています。

科目２ 科目３ 小計 中央手術室 委託検査 生理検査室 臨床検査室 カテ室 画像技術室 リハビリテーション部

常勤医師給 0円

非常勤医師給 0円

常勤看護師給 0円

非常勤看護師給 0円

常勤医療技術員給 0円

非常勤医療技術員給 0円

常勤事務員給 0円

非常勤事務員給 0円

常勤技能労務員給 0円

非常勤技能労務員給 0円

賞与引当金繰入額 0円

退職給与費用 0円

法定福利費 0円

医薬品費 0円

診療材料費 0円

医療消耗器具備品費 0円

給食用材料費 0円

給与費

材料費
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（資料５）一般原価調査票 
シート②-5 給与費・材料費（補助・管理部門） 

 １．補助・管理部門における部署別の給食費・材料費（補助・管理部門）に関する情報ついてご記入ください。

●補助・管理部門 （参考） ※部署名はシート①ー5を参照しています。

科目２ 科目３ 小計 局長・管理部長 総務部 本部 システム医療情報室 在宅支援室 臨床工学課

常勤医師給 0円

非常勤医師給 0円

常勤看護師給 0円

非常勤看護師給 0円

常勤医療技術員給 0円

非常勤医療技術員給 0円

常勤事務員給 0円

非常勤事務員給 0円

常勤技能労務員給 0円

非常勤技能労務員給 0円

賞与引当金繰入額 0円

退職給与費用 0円

法定福利費 0円

医薬品費 0円

診療材料費 0円

医療消耗器具備品費 0円

給食用材料費 0円

２．以下の確認表で、各シート間（①-6、②-3、②-4、②-5）の整合性をご確認ください。

※シート②-3、②-4、②-5の合計値が、シート①-6の値と等しくなります。

●合計（科目）と内訳（入院部門、外来部門、中央診療部門）の確認表

①入院部門
（シート②-3
上段の値）

②外来部門
（シート②-3
下段の値）

③中央診療部門
（シート②-4
上段の値）

④補助・管理部門
（シート②-5
上段の値）

合計
①+②+③+④

平成18年10月分
（シート①-6の値）

常勤医師給 0円 0円

非常勤医師給 0円 0円

常勤看護師給 0円 0円 0円 0円 0円 0円

非常勤看護師給 0円 0円 0円 0円 0円 0円

常勤医療技術員給 0円 0円 0円 0円 0円 0円

非常勤医療技術員給 0円 0円 0円 0円 0円 0円

常勤事務員給 0円 0円 0円 0円 0円 0円

非常勤事務員給 0円 0円 0円 0円 0円 0円

常勤技能労務員給 0円 0円 0円 0円 0円 0円

非常勤技能労務員給 0円 0円 0円 0円 0円 0円

賞与引当金繰入額 0円 0円

退職給与費用 0円 0円

法定福利費 0円 0円

医薬品費 0円 0円 0円 0円 0円

診療材料費 0円 0円

医療消耗器具備品費 0円 0円

給食用材料費 0円 0円

材料費

科目

給与費

材料費

給与費

この表は、入力の必要はありません。 

各部門の合計値が全体合計と一致し

ているかどうかをご確認ください。 

整合が取れない場合、セルが赤く表示

されます。 
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（資料５）一般原価調査票 
 

シート③-1 直接計上情報（任意） 入院部門・外来部門 
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シート③-2 直接計上情報（任意） 中央診療部門 
 可能な限り、貴院の直接計上情報（中央診療部門）についてご記入ください。

●中央診療部門 （参考） ※部署名はシート①ー4を参照しています。

科目１ 科目２ 科目３ 科目４ 小計 カテ室 リハビリテーション部 委託検査 栄養管理室 画像技術室 ・・・・・

医業収益 保健予防活動収益 0円
受託検査・施設利用収益 0円
その他の医業収益 0円

医業費用 材料費 診療材料費 0円
給食用材料費 0円
医療消耗器具備品費 0円

給与費 賞与引当金繰入額 0円
退職給与費用 0円
法定福利費 0円

委託費 検査委託費 0円
給食委託費 0円
寝具委託費 0円
医事委託費 0円
清掃委託費 0円
保守委託費 0円
その他の委託費 0円

設備関係費 減価償却費 医療用器械備品減価償却費 0円
放射性同位元素減価償却費 0円
その他の減価償却費 0円

器機賃借料 医療用機器賃借料 0円
その他の機器賃借料 0円

地代家賃 0円
修繕費 医療用器械修繕費 0円

その他の修繕費 0円
固定資産税等 0円
器機保守料 医療用機器保守料 0円

その他の器機保守料 0円
器機設備保険料 医療用機器設備保険料 0円

その他の器機設備保険料 0円
車両関係費 0円

研究研修費 研究費 0円
研修費 0円

経費 福利厚生費 0円
旅費交通費 0円
職員被服費 0円
通信費 0円
広告宣伝費 0円
消耗品費 0円
消耗器具備品費 0円
会議費 0円
水道光熱費 0円
保険料 0円
交際費 0円
諸会費 0円
租税公課 0円
医業貸倒損失 0円
貸倒引当金繰入額 0円
雑費 0円

控除対象外消費税等負担額 0円
本部費配賦額 0円
受取利息及び配当金 0円
有価証券売却益 0円
運営費補助金収益 0円
施設設備補助金収益 0円
患者外給食収益 0円
その他の医業外収益 0円
支払利息 0円
有価証券売却損 0円
患者外給食用材料費 0円
診療費免減額 0円
医業外貸倒損失 0円
貸倒引当金医業外繰入額 0円
その他の医業外費用 0円

医業外収益

医業外費用
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シート③-3 直接計上情報（任意） 補助・管理部門 
 このシートの記入は任意です。

1.可能な限り、貴院の直接計上情報（補助・管理部門）についてご記入ください。

●補助・管理部門 （参考）
科目１ 科目２ 科目３ 科目４ 小計 システム医療情報室 局長・管理部長 在宅支援室 総務部 本部 ・・・・・

医業収益 保健予防活動収益 0円
受託検査・施設利用収益 0円
その他の医業収益 0円

医業費用 材料費 診療材料費 0円
給食用材料費 0円
医療消耗器具備品費 0円

給与費 賞与引当金繰入額 0円
退職給与費用 0円
法定福利費 0円

委託費 検査委託費 0円
給食委託費 0円
寝具委託費 0円
医事委託費 0円
清掃委託費 0円
保守委託費 0円
その他の委託費 0円

設備関係費 減価償却費 医療用器械備品減価償却費 0円
放射性同位元素減価償却費 0円
その他の減価償却費 0円

器機賃借料 医療用機器賃借料 0円
その他の機器賃借料 0円

地代家賃 0円
修繕費 医療用器械修繕費 0円

その他の修繕費 0円
固定資産税等 0円
器機保守料 医療用機器保守料 0円

その他の器機保守料 0円
器機設備保険料 医療用機器設備保険料 0円

その他の器機設備保険料 0円
車両関係費 0円

研究研修費 研究費 0円
研修費 0円

経費 福利厚生費 0円
旅費交通費 0円
職員被服費 0円
通信費 0円
広告宣伝費 0円
消耗品費 0円
消耗器具備品費 0円
会議費 0円
水道光熱費 0円
保険料 0円
交際費 0円
諸会費 0円
租税公課 0円
医業貸倒損失 0円
貸倒引当金繰入額 0円
雑費 0円

控除対象外消費税等負担額 0円
本部費配賦額 0円
受取利息及び配当金 0円
有価証券売却益 0円
運営費補助金収益 0円
施設設備補助金収益 0円
患者外給食収益 0円
その他の医業外収益 0円
支払利息 0円
有価証券売却損 0円
患者外給食用材料費 0円
診療費免減額 0円
医業外貸倒損失 0円
貸倒引当金医業外繰入額 0円
その他の医業外費用 0円

医業外収益

医業外費用
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シート④-1,2,3,4 基礎情報 

●入院部門（病棟）

病棟１ 病棟２ 病棟３ 病棟４ 病棟５ 病棟６ 病棟７

１－１病棟 １－２病棟 小児１病棟 小児２病棟 小児ＩＣＵ ・・・ ・・・

看 護 師 数

職 員 数

面 積

給 食 食 数

※「看護師数」、「職員数」は、常勤換算値を記入ください。

※｢職員数」とは、医師数を除く該当部門に勤務する全ての職種の合計を指しています。  

●外来部門（外来診療室）

外来1 外来2 外来3 外来4 外来5 外来6 外来7

内科 精神科 呼吸器科 消化器科 循環器科 リウマチ科 小児科

看 護 師 数

職 員 数

面 積

給 食 食 数

※「看護師数」、「職員数」は、常勤換算値を記入ください。

※｢職員数」とは、医師数を除く該当部門に勤務する全ての職種の合計を指しています。  
●中央診療部門

中央手術部 ・・・ 画像診断部 臨床心理室 中央処置室 リハビリセンター ・・・
看 護 師 数
職 員 数
面 積
給 食 食 数
※「看護師数」、「職員数」は、常勤換算値を記入ください。
※｢職員数」とは、医師数を除く該当部門に勤務する全ての職種の合計を指しています。  
●補助・管理部門

医療事務部 臨床工学室 ・・・ 資材部 経理部 材料室 ・・・
看 護 師 数
職 員 数
面 積
給 食 食 数
※「看護師数」、「職員数」は、常勤換算値を記入ください。
※｢職員数」とは、医師数を除く該当部門に勤務する全ての職種の合計を指しています。
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２．レセプト・データもしくはＥファイル 
 
（１）説明 

医業収益及び部門別原価の配賦に必要な係数を作成することを目的として、調査対象施設が容易に提供可能な形態（レセプト・デ

ータもしくはＥファイル）にて収集を行うものとする。調査期間および調査概要は下図表のとおりである。 

図表 0-1 レセプト・データ等 調査期間等 

 内容 

調査期間 平成 18 年 10 月（１カ月分） 

記入者等 事務部門責任者、院内情報システム管理者 

調査方法 
・レセプト電算処理システム記録条件仕様の「共通部分」および「摘要情報部分」の磁気ファイルの収集 

・ＤＰＣ準備及び対象病院における E ファイルの収集 

調査対象 入院、外来患者全数（医科）※ 

共通部分 施設情報やレセプト共通情報からなり、診療年月やレセプト種別、診療科コードなどのデータを用いる。 レセプト・ 

データ 摘要部分 診療行為情報、医薬品情報、および特定器材情報からなり、それぞれの点数や回数を用いる。 
内

容
E ファイル 医科点数表の基づいた主たる診療行為ごとの出来高情報 

※点数表区分３歯科、４調剤、５訪問看護、６柔道整復は対象外。 

また、保険種別の介護保険、労災、自賠責、自費(自由診療)も対象外とする。 

レセプト・データもしくは Eファイルの収集時には、個人情報保護の観点から調査対象施設において医科の項目の匿名化を依頼す

る。 

図表 0-2 匿名化項目一覧 

データ種類 匿名化項目 

レセプト・データ 「医療機関コード」「医療機関名称」「レセプト番号」「男女区分」「生年月日」「カルテ番号」 

E ファイル 
「氏名」「カルテ番号」「保険者番号」「被保険者証等の記号・番号」「老人医療受給者番

号」「公費負担医療受給者番号」 
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（２）調査票 
 

１．調査内容 

■以下のいずれかのデータをご提供いただきます。 

 レセプト電算処理システム記録条件仕様に基づいたレセプト・データ（注） 

 「共通部分」および「摘要情報部分」 

 Ｅファイル（入院、および外来） 

 （ただし、外来のＥファイルのご提供が困難な場合は、外来のみレセプト・データでご提供戴くことも可能です。） 

■データ収集の目的 

本調査２で得られたデータをもとに、入院、外来の診療科別収益、費用の計上、配賦時の係数等を事務局で作成し、収支計算時

に活用することを目的とします。 

 

２．調査対象月 

■平成１８年１０月診療分（医科点数のみ）。 

 

３．データ形式 

■ＭＯディスクを用意いたしますので、磁気ファイル形式で記録し、ご提供ください。 

 

４．ご記入・データ作成にあたって 

■提供頂くデータが貴院独自のフォーマット（例：欠損項目がある、データの並びが異なる等）である場合には、必ず事務局までお

知らせください。 

＜対象レコードと必要なデータ＞ 

○共通部分 
対象レコード 医療機関情報（ＩＲ）、レセプト共通（ＲＥ） 必要なデータ 診療年月、レセプト種別、診療科コードのデータ 

5-22 資料



（資料５）一般原価調査票 
○摘要情報部分 

対象レコード 診療行為（ＳＩ）、医薬品（ＩＹ）、特定器材（ＴＯ） 必要なデータ それぞれについて、コード、点数、回数、 
ＴＯについて単位コードのデータ 

 

■「診療科コード」が医療機関情報レコードの項目番号⑥（旧総合病院の場合）、あるいはレセプト共通レコードの項目番号⑯（旧総

合病院以外の場合）のいずれかに記入されていること（次頁をご参照ください）。 

■レセプト・データの匿名化について 

個人情報保護の観点から、ご提出前に貴院において入力支援ソフトを用いた、以下の項目の匿名化を実施します。 
 

図表 データ項目一覧 
ファイル レコード 項目番号 項目名 

⑤ 医療機関コード 

⑦ 医療機関名称 

医療機関情報（ＩＲ）レコード 

⑩ 電話番号 

② レセプト番号 

⑤ 氏名 

⑥ 男女区分 

⑦ 生年月日 

レセプト共通（ＲＥ）レコード 

⑭ カルテ番号等 

レセプト・データ 

適用情報（ＳＩ、ＩＹ、ＴＯ）レコード 匿名化項目なし 

1 施設コード E ファイル 診療明細情報（Ｅファイル） 

16 保険者番号 
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図表 レセプト電算処理システム記録条件仕様 における匿名化項目 

 
図表 Ｅファイルにおける匿名化項目 
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３．医師勤務に関する調査 
（１）説明 
 

医師勤務に関する調査は、調査対象施設にとって比較的調査負荷の大きい調査であるが、平成 17 年度調査研究において、ＤＰＣ

コスト調査研究で用いられている方法（ＤＰＣコスト調査調査票Ａ及び病棟別情報）の有用性が確認されているため、これを活用2す

る。 

図表 医師勤務に関する調査 調査期間等 

 内容 

調査期間 平成 18 年 10 月の 1 ヶ月間 

記入者等 医師所属部署責任者 

調査方法 
・診療科別に、研修医、経験年数 10 年未満、経験年数 10 年以上、医長および診療科長・診療部長・部

長の人数を記入。 

調査対象 ・当該施設に勤務する全ての医師(常勤・非常勤を問わず) 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
2本調査票は、『平成 15 年度厚生科学研究費補助金(政策科学推進研究事業)「急性期入院医療試行診断群分類を活用した調査研究」分担研究「診

断群分類における原価の測定に関する研究」の概要及び平成 16 年度厚生科学研究費補助金(政策科学推進研究事業)「診断群分類を活用した医療

サービスのコスト推計に関する研究」分担研究「コスト調査のための方法論に関する研究」』調査票Ａ（Copyright 2003 松田班）を参考に作成さ

れている。 
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（２）調査票 
 
 
１．調査内容 

■貴院の診療科別医師勤務時間の部門別割合を把握することを目的としております（歯科医師は除く）。 

■本調査３で得られたデータをもとに、入院、外来診療科別の医師給与費の一次計上を行います。 

 

２．調査対象月 

■ 平成１８年１０月分 
 

 

３．データ形式 

■磁気ファイル（ＦＤ内）に入力の上ご提出ください。 
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４．調査票 

■ 調査票 診療科別医師・歯科医師勤務比率（人数） 

 

診療科名  科 

 

病院以外の業務 診療に係る行為 

貴院の入院部門 貴院の中央診療部門 

 

所属
人数

一ヶ月 
合計 

学会活動、教授会、
他院診療、研究日、

出張・会議等 

外
来 ３階 

病棟 

４階 

病棟 

５階 

病棟 

手術・中央 

材料室 

検査

部 

放射線

部 

研修医  
経験年数１０年未満  
経験年数１０年以上  
医長  
診療科長、診療部長、院長  
合計(人数)  

 
診療に係る行為 

貴院の中央診療部門 貴院の補助・管理部門 

理学 

療法部 
腎 

センター

薬剤

部 

栄養

課 

病診 

連携室 

医
事
課 

庶
務
係

施
設
課

用
度
係

施
設
課

施
設
係

庶
務
課

経
理
課

病
歴
室

当
直 

臨
床
研
修

医
の
教
育 

疾
病
カ
ン
フ

ァ
レ
ン
ス 

検
診
セ
ン

タ
ー
等
因

果
記
診
療

そ
の
他 

（保
険
診

療
） 

  

  
  

  
  
  

Copyright 2005 松田班     
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（ア）調査票は医師給を部署別に配賦するために使用します。（基本的に医師が勤務する部署が全て対象となる。） 

（イ）まず、調査票の表頭部で貴病院の実際の部署をご確認ください。 

（ウ）貴院の診療科 1つにつき 1シートが設定されていることをご確認ください。 

（エ）診療科別に一ヶ月の勤務実績別人員をご入力ください。 

◆ 勤務実績別人員（人月）とは、2006 年 10 月は一般的な営業日が 21 日であることから、8 時間×21 日＝168 時間／月を１人と

して計算します。複数の医師が交代で一ヶ月の 31 日間 24 時間勤務した場合、合計勤務時間＝744 時間となり、744 時間÷168 時間

＝4.43 人のカウントになります。3 人で交代勤務したのか 4人で勤務したかは「所属人数」で把握されます。 

◆  1 人の医師が複数診療科を兼務している場合は、勤務実績別人員をそれぞれの診療科に振り分けて入力します。 

◆ 診療科への所属が不明確な医師については、診療科名を「その他」などとしてワークシートを 1 枚追加し、そこにご入力くだ

さい。 

（オ）入力に際しては、医師を以下の区分けで分類します。 

研修医／経験年数 10 年未満／験年数 10 年以上／医長／診療科長・診療部長・院長 

◆ 経験年数については、臨床経験年数とし、非常勤であっても診療に従事している期間は臨床経験年数に算入します。実際に支

給されている給与とは無関係に、臨床経験年数で分類します。 

（カ）「病院以外の業務」とは、自院外での医療活動（研究日、学外業務（アルバイト）、診療応援等）、会議・出張、学会活動、研究

活動とします。また、研修・教育については、病院内の患者に対する診療行為を伴う場合「臨床研修医の教育」、それ以外は「病

院以外の業務」とします。
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■ 補足調査票（医師平均給与調査票） 

   医師の経験年数等による分類別に、平均給与（月額）および平均勤務時間をご記入ください。ただし、本調査票は事務部門責任者がご

記入ください。 

 

※ 平均時給・平均月給を計算する際の給与費は、賞与および法定福利費を含む 

 

補足調査票 医師平均給与調査票 

 ①平均給与 ②平均勤務時間

研修医   

経験年数 10 年未満   

経験年数 10 年以上   

医長   

医師 

診療科長、診療部長、院長   

麻酔医   

注）「①平均給与」には、賞与および法定福利費を含めて記入してください。
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４．手術、検査、画像診断の実施場所に関する調査 
 
（１）説明 

医科診療報酬点数表 特掲診療「K：手術」及び「D：検査」、「E：画像診断」の各診療行為（サービス単位）の実施場所を把握す

ることを目的としている。調査期間等は下図表のとおりである。 

 

図表 手術・検査・画像診断の実施場所に関する調査 調査期間等 

 内容 

調査期間 平成 18 年 10 月（１カ月分） 

記入者等 事務部門責任者など 

手術 実施場所 

実施場所 

標準的な関与スタッフ数 院内で実施している検査 

職種別・標準的な１回当たりの検査時間 

実施場所 

標準的な関与スタッフ数 

調

査

方

法
画像診断 

職種別・標準的な１回当たりの検査時間 
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（２）調査票 
 

１．調査内容 

■ 医科診療報酬点数 特掲診療料「Ｋ：手術」、「Ｄ：検査」、「Ｅ：画像診断」の各診療行為の実施場所を把握することを目的とし

ています。 

■ 事務局では、標準的等価係数を用いた入院、外来診療科別収支計算の一次形状時に該当診療行為が実際に行われている部門に収

益、費用を計上する際の係数として使用します。 

■ 本調査票は、貴院から提供頂いた「調査２ レセプト・データもしくはＥファイル」のデータを事務局で集計し、その結果をも

とに診療実績に基づき調査票を作成しお送り致します。 

 

２．調査対象月 

■ 平成１８年１０月の状況 

 

３．データ形式 

■ 調査票を磁気ファイル形式でお渡ししますので、磁気ファイル上に記入、もしくは紙媒体でご提出ください。 

 

４．ご記入・データ作成にあたって 

なし  
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資料 6-1 

（資料６）事後調査票 
 

医療機関の部門別収支に関する調査研究 事務局 行 

 

医療機関の部門別収支に関する調査研究  事後調査票 

 

＊以下の質問票に回答ください。＊パソコンで作成いただく場合は、黄色部分（  ）に記入ください。 

 

１．データ提出の作業過程について 

データ入力・提出の過程における貴院の作業状況を以下の設問に沿ってご記入ください。 

（１）調査１：収支計算ファイル 

問① 作業状況および提出状況 

（どれか１つに〇をつけてください。） 

 １ 作業は特に問題はなく、期日までに提出できた →（２）調査２に進んでください 

 ２ 期日までに提出できたが、作業が難しい箇所があった 

 ３ 期日どおりに提出できなかった 

 

問② 「問①」で２ ３を選ばれた場合、貴院において作業が難しかった点、問題があると感じた点を、以下の項

目から選んでください。 

（該当するもの全てに〇をつけてください。複数回答可。） 

 １ 入院部門における患者数の数え方が難しかった 

 ２ 標榜診療科と診療報酬請求時の診療科コードの対応が難しかった 

 ３ 部門を中央診療と補助管理に振り分けるのが難しかった 

 ４ センター方式を採用している部門の診療科別の医師勤務日数の算出方法が難しかった 

 5 当院の会計科目を調査票の科目にあわせるのが難しかった 

 6 全体収支データを 1 か月分として計上するのが難しかった 

 7 保険等査定減の各部門（診療科）への細分化が難しかった 

 8 包括払い分の収益の記載方法が分かりづらかった 

 9 看護師や職員が診療科を兼任している場合の給与費や人員数の算出が難しかった 

 10 複数の部門（診療科）で共有している場合の面積の算出が難しかった 

 11 要綱が分かりづらかった 

 12 その他（具体的に） 
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資料 6-2 

（２）調査２：レセプトデータもしくはＥファイル 

問① 作業過程、および提出状況 

（どれか１つに〇をつけてください。） 

 １ 作業は特に問題はなく、期日までに提出できた →（３）調査３に進んでください 

 ２ ほぼ期日までに提出できたが、作業が難しい箇所があった 

 ３ 期日どおりに提出できなかった 

 

問② 「問①」で２ ３を選ばれた場合、貴院において作業が難しかった点、問題があると感じた点を 

以下の項目から該当するもの選んでください。 

（該当するもの全てに〇をつけてください。複数回答可。） 

 １ 匿名化ソフトがうまく機能しなかった 

 ２ 外来の E ファイルの作り方がよくわからなかった 

 ３ CSV ファイル形式（カンマ区切り）で出力するところが難しかった 

 ４ 要綱が分かりづらかった 

 5 その他（具体的に） 

   

 

 

 

（３）調査３：医師勤務に関する調査 

問① 作業過程、および提出状況 

（どれか１つに〇をつけてください。） 

 １ 作業は特に問題はなく、期日までに提出できた →（４）調査４に進んでください 

 ２ ほぼ期日までに提出できたが、作業が難しい箇所があった 

 ３ 期日どおりに提出できなかった 

 

問② 「問①」で２ ３を選ばれた場合、貴院において作業が難しかった点、問題があると感じた点を 

以下の項目から該当するもの選んでください。 

（該当するもの全てに〇をつけてください。複数回答可。） 

 １ 診療科に属していない医師に関する記載方法が分かりづらかった 

 ２ 救急外来など、複数の診療科を担当している場合の記載方法が難しかった 

 ３ 診療時間以外の時間の記載方法が難しかった 

 ４ 要綱に記載されていた時間数の算出方法が分かりづらかった 

 5 補足調査票の記入方法が分かりづらかった 

 6 その他（具体的に） 
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資料 6-3 

（４）調査４：手術、検査、画像診断の診療行為実施場所に関する調査 

問① 作業過程、および提出状況 

（どれか１つに〇をつけてください。） 

 １ 作業は特に問題はなく、期日までに提出できた →「２．診療科別収支計算結果について」に

進んでください。 

 ２ ほぼ期日までに提出できたが、作業が難しい箇所があった 

 ３ 期日どおりに提出できなかった 

 

問② 「問①」で２ ３を選ばれた場合、貴院において作業が難しかった点、問題があると感じた点を   以下の

項目から該当するもの選んでください。 

（該当するもの全てに〇をつけてください。複数回答可。） 

 １ 診療行為ごとに実施場所を特定するのは難しかった 

 ２ 要綱が分かりづらかった 

 3 その他（具体的に） 
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２．診療科別収支計算結果について 

別添の「診療科別収支計算結果」に、貴院の入院・外来合計の医業収益を「100」とした場合の、各診療科（入

院・外来別）の収益、費用、収支差額の大きさを示しています。ご覧いただきながら以下の質問に回答ください。 

（１）診療科別収支計算結果  

①「入院部門・入院計・収支差額」「外来部門･外来計・収支差額」の入院・外来の比率が、貴院の認識※と一致

しますか。 

（該当するものに〇をつけてください。） 

 １ 一致している 

 ２ ほぼ一致している 

 ３ 一致していない 

  一致していない部門名（入院部門、外来部門）、判断された理由を記述ください。 

 

 

  ４ 不明・わからない 

 

②入院部門について 

診療科別「収支差額」の各診療科の割合が、貴院の認識※と一致しますか。 

（該当するものに〇をつけてください。） 

 １ 一致している 

 ２ ほぼ一致している 

 ３ 一致していない 

   一致していない診療科名、判断された理由を記述ください。 

   

 

 

  ４ 不明・わからない 

 

③外来部門について 

診療科別「収支差額」の各診療科の割合が、貴院の認識※と一致しますか。 

（該当するものに〇をつけてください。） 

 １ 一致している 

 ２ ほぼ一致している 

 ３ 一致していない 

   一致していない診療科名、判断された理由を記述ください。 

   

 

 

  ４ 不明・わからない 

※ 「貴院の認識」とは、病院の管理会計システム等により把握されている診療科別収支に基づくもの、 

その他の手段により把握されている診療科別の収益・費用、病院全体を管理する立場での経験や実

感に基づくものまで含みます。 
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（２）その他 

診療科別収支結果について、特に疑問に感じた点、納得できた点、等がございましたら、以下に記入してくださ

い。 

記入欄 

 

 

３．貴院における部門別収支の把握方法について 

貴院における現在の部門別収支把握状況について、差し支えない範囲でお答えください。 

（１）部門別収支の把握 

病院の部門別の収支を把握されていますか。 

（どれか１つに〇をつけてください。 ４ の場合は、理由を記入してください。） 

 １ 病院の部門別収支を把握している 

 ２ 一部未対応の部分はあるが、部分的に部門別の収益・費用を把握している 

 ３ 把握していない 

 ４ どちらとも言えない 

  記入欄（理由） 

   

 

（２）部門別収支の把握方法 

上記質問で、「１ 把握している」「２ 部分的に把握している」を選択された方のみ 

部門別収支は、どのような方法で管理・把握されていますか。 

（どれか１つに〇をつけてください） 

 １ 病院の管理会計システム 

 ２ その他のシステム 

  記入欄（具体例） 
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４．調査全般について 

上記の他、本調査研究全般に関してご意見がございましたらお聞かせください。 

 

記入欄 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貴医療機関名  

ご担当者様ご芳名  

メールアドレス ＠ 

以上 

本調査研究へのご協力、ありがとうございました。 

 

 

お手数おかけしますが、上記にご記入の上、当紙面を平成１９年５月 15 日（火）までに、 

下記のＦＡＸまたはメールアドレスまでご送付お願い申し上げます。 

送付先ＦＡＸ番号  ：０３－３５０６－８５２８ 

送付先メールアドレス  ： bumonbetsu@ihep.jp 
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（事後調査票 説明資料） 

【診療科別収支計算結果】

部門別収支

内科 神経内科 循環器科 整形外科 脳神経外科 ハビリテーション科 入院計 内科 神経内科 循環器科 整形外科 脳神経外科 麻酔科 ハビリテーション科 外来計

100.0 10.0 3.0 8.0 10.0 40.0 9.0 80.0 3.0 2.0 4.0 4.0 6.0 0.0 1.0 20.0

90.0 10.0 2.0 9.0 6.0 35.0 8.0 70.0 2.0 4.0 4.0 3.0 5.0 0.0 2.0 20.0

材料費 15.0 *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.*

給与費 50.0 *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.*

委託費 5.0 *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.*

設備関係費 15.0 *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.*

研究研修費 1.1 *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.*

経費 3.0 *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.*

控除対象外消費税等負担額 0.6 *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.*

 本部配賦費 0.3 *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.* *.*

10.0 0.0 1.0 -1.0 4.0 5.0 1.0 10.0 1.0 -2.0 0.0 1.0 1.0 0.0 -1.0 0.0

2.0 0.3 0.3 0.3 0.3 0.2 0.0 1.5 0.1 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.5

4.0 0.3 0.3 0.6 0.3 1.5 0.5 3.5 0.1 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.5

8.0 0.0 1.0 -1.3 4.0 3.7 0.5 8.0 1.0 -2.0 0.0 1.0 1.0 0.0 -1.0 0.0

＜表の見方＞ ・病院全体の医業収益を１００として、各診療科別の収益と費用の大きさを算出しています。

・算定結果は、中央診療部門や補助管理部門の収益及び費用を、一定の基準に基づき、入院・外来の各診療科に割り振ったものです。

・各診療科は、診療報酬請求時の診療科コードに基づいた診療科となります。

収支差額（Ｃ＝Ａ－Ｂ）

総収支差額（Ｆ＝Ｃ＋Ｄ－Ｅ）

医業外収益（Ｄ）

医業外費用（Ｅ）

医業費用（Ｂ）

医業収益（Ａ）

入院部門 外来部門
全体
収支
合計

事後調査票
「２．診療科別収支計算結果について」
（１）診療科別収支計算結果　質問②

回答時にご参照ください。

事後調査票
「２．診療科別収支計算結果について」
（１）診療科別収支計算結果　質問①

回答時にご参照ください。

事後調査票
「２．診療科別収支計算結果について」
（１）診療科別収支計算結果　質問③

回答時にご参照ください。
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（資料７）等価係数の取扱 

（資料７）等価係数の取扱 

 
１．平成18年度調査研究における取扱 

 平成 18 年度調査研究では、調査対象を拡大した「一般原価調査」に重点を置き、

等価係数作成のための「特殊原価調査」は実施しなかった。このため本年度の部門

別収支算定（三次配賦）においては、昨年度までに作成した等価係数を用いること

とした。 

 具体的には、以下のルールに則って昨年度までの等価係数を使用した。 
• 平成17年度までに既に等価係数を作成しているサービス単位 

…既に作成済の等価係数を標準化したもの（中央値）を使用 
• 平成18年度調査研究で新たに実施が確認されたサービス単位（平成17年度までに

等価係数を作成していないサービス単位） 
…活用可能な等価係数が存在しないため、他の既存の等価係数と診療報酬点数

を用いた等価係数の推計値を使用 
 

２．等価係数推計の方法 

 上述のとおり、等価係数が存在しないサービス単位については、レセプト・データ

より算出される平均点数（1 回当り点数）を媒介に推計を行う方法を暫定的に採用

した。この等価係数推計の考え方を整理すると図表１のようになる。 

図表 1 

A病院 B病院 ・・・ H病院 ・・・ A病院 B病院 ・・・ H病院A病院 B病院 ・・・ H病院

D100 a100 b100 ・・・ h100 ・・・ A100 B100 ・・・ -
A100
a100

B100
b100

・・・ -
「D100」α

平均

D101 － b101 ・・・ h101 ・・・ - B101 ・・・ H101 -
B101
b101

・・・
H101
h101

「D101」α
平均

D102 a102 b102 ・・・ － ・・・ - - ・・・ - - - ・・・ - －
A・B病院合計の「D102」平均点数

×「D10」α平均

D103 a103 b103 ・・・ h103 ・・・ A103 B103 ・・・ H103
A103
a103

B103
b103

・・・
H103
h103

「D103」α
平均

D104 a104 - ・・・ h104 ・・・ A104 - ・・・ H104
A104
a104

- ・・・
H104
h104

「D104」α
平均

D105 a105 b105 ・・・ h105 ・・・ A105 B105 ・・・ H105
A105
a105

B105
b105

・・・
H105
h105

「D105」α
平均

D10平均
「D10」α

平均

D200 a200 b200 ・・・ - ・・・ A200 B200 ・・・ -
A200
a200

B200
b200

・・・ -
「D200」α

平均

D201 a201 - ・・・ h201 ・・・ A201 - ・・・ H201
A201
a201

- ・・・
H201
h201

「D201」α
平均

αの平均
=

Avrg（α10*）

推計
等価係数

コード
（サービス

単位）

H17年度までの等価計数 等価計数/平均点数 （=α）
H18年度までの平均点数

（実績）
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（資料７）等価係数の取扱 

 
 図表１の例では、サービス単位「D102」の等価係数を推計している。 
（手順） 
①他の「D10」で始まるサービス単位は等価係数が存在しているので、各サービ

ス単位での「各病院の等価係数」と「各病院の平均点数」の比（α）を求める。 
（Ｈ17 年度までの病院毎の等価係数が、それぞれの診療報酬区分の平均点数

（実績）の何倍になっているかを求める） 
②病院毎の等価係数と平均点数の比（α）をサービス単位で平均する。 
③そのαの平均値を「D10」全体で平均する（「D10」α平均）。 
④これに既知の値である「D102」の平均点数※1を掛け、等価係数の推計値※2と

する。 
(診療報酬区分｢D10＊｣全体での等価係数と平均点数の比の平均が、等価係数の

ないサービス単位についても成り立つものとして算出する。） 
 

※1 図表１「D102」の平均点数は、「D102」サービスを提供しているA病院、Ｂ

病院全体の平均点数となる。 
（「D102」平均点数＝Σ（D102 の各サービスの点数×回数）／総回数） 
 

※2 今回の等価係数の推計値は、「既存の等価係数と点数との関係（比）」の平均

から算出したものである。この「既存の等価係数と点数との関係（比）」の算出

に使用する等価係数については、より多くの病院データを反映させることが望ま

しいとの観点から、サービス毎の「標準的等価係数（中央値）」を用いるのでは

なく、「既存の各病院の等価係数」を用いることとした。 
（「標準的等価係数」はサービス種類毎の中央値であるため、これを用いる

と「等価係数と点数との関係（比）」に反映される病院は限定されることに

なる。） 
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（資料８）事後調査票集計結果 

 

医療機関の部門別収支に関する調査研究  事後調査票集計結果 

 

「事後調査票」（報告書「3.5.事後調査」）の回答について、回答病院64病院のうち分析対象病院（40

病院）、分析対象外病院（24病院）ごとに集計したもの。 

 

１．データの作成・提出状況 

 

（１）調査１．収支計算ファイル 

n= 40 n= 24 n= 64
n ％ n ％ n ％

作業は特に問題はなく、期日までに提出できた 3 8% 1 4% 4 6%

期日までに提出できたが、作業が難しい箇所があった 33 83% 18 75% 51 80%

期日どおりに提出できなかった 4 10% 5 21% 9 14%

総計
分析対象 分析対象外

分析対象・対象外

 

 

（２）調査２．レセプトデータもしくはＥファイル 

n= 40 n= 24 n= 64
n ％ n ％ n ％

作業は特に問題はなく、期日までに提出できた 35 88% 18 75% 53 83%

期日までに提出できたが、作業が難しい箇所があった 5 13% 6 25% 11 17%

期日どおりに提出できなかった 0 0% 0 0% 0 0%

分析対象・対象外
総計

分析対象 分析対象外

 

 

（３）調査３．医師勤務に関する調査 

n= 40 n= 24 n= 64
n ％ n ％ n ％

作業は特に問題はなく、期日までに提出できた 9 23% 4 17% 13 20%

期日までに提出できたが、作業が難しい箇所があった 29 73% 16 67% 45 70%

期日どおりに提出できなかった 2 5% 4 17% 6 9%

分析対象・対象外
総計

分析対象 分析対象外
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（４）調査４．手術、検査、画像診断の診療行為実施場所に関する調査 

 

n= 40 n= 24 n= 64
n ％ n ％ n ％

作業は特に問題はなく、期日までに提出できた 17 43% 5 21% 22 34%

期日までに提出できたが、作業が難しい箇所があった 22 55% 16 67% 38 59%

期日どおりに提出できなかった 1 3% 3 13% 4 6%

分析対象・対象外
総計

分析対象 分析対象外
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２．診療科別収支計算結果について 

「２．診療科別収支計算結果の検証」と「３．部門別収支の把握状況、把握方法」とのクロス集計

を実施したもの。 

 

（１）診療科別収支計算結果  

 

①「入院部門・収支差額」「外来部門・収支差額」の入院・外来の比率が、貴院の認識と一致しますか。 

 

対象 対象外 対象 対象外 対象 対象外

病院の管理会計システム 1
その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム 1 3
その他のシステム 3
病院の管理会計システム 6 2
その他のシステム 7 1
病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム 1
その他のシステム

病院の管理会計システム 2
その他のシステム 1
病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム 1
その他のシステム

病院の管理会計システム 1
その他のシステム 3 1
病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム 1
その他のシステム 2
病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

合計 40 24 40 24 25 12

２．（１）①入院・外来の比率が、認識と
一致するか

1 一致している 1 1

2
ほぼ一致して
いる

29 11

一部未対応の部分はあるが、部分的に部門別の
収益・費用を把握している

病院の部門別収支を把握している 1

1

どちらとも言えない

把握していない

3

一部未対応の部分はあるが、部分的に部門別の
収益・費用を把握している 13 3

病院の部門別収支を把握している 4

4

どちらとも言えない 4 1

把握していない 8

3
一致していな
い

3 4

1

一部未対応の部分はあるが、部分的に部門別の
収益・費用を把握している 3

病院の部門別収支を把握している

3

どちらとも言えない

把握していない

4
不明・わからな
い

7 5

一部未対応の部分はあるが、部分的に部門別の
収益・費用を把握している 3 2

病院の部門別収支を把握している 1

2

どちらとも言えない 2 1

把握していない 1

記載なし 3 把握していない

記載なし

3

病院の部門別収支を把握している

３．（１）部門別収支の把握状況 ３．（２）部門別収支の把握方法

どちらとも言えない

一部未対応の部分はあるが、部分的に部門別の
収益・費用を把握している
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②入院部門についての診療科別「収支差額」の各診療科の割合が、貴院の認識と一致しますか。 

 

 

対象 対象外 対象 対象外 対象 対象外

病院の管理会計システム 1
その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム 1 3
その他のシステム 1
病院の管理会計システム 5 2
その他のシステム 5 1
病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム 1
その他のシステム 1
病院の管理会計システム 3
その他のシステム 4
病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム 1
その他のシステム

病院の管理会計システム 1
その他のシステム 2 1
病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム 1
病院の管理会計システム 1
その他のシステム 2
病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

合計 40 24 40 24 25 12

３．（１）部門別収支の把握状況 ３．（２）部門別収支の把握方法

どちらとも言えない

一部未対応の部分はあるが、部分的に部門別の
収益・費用を把握している

どちらとも言えない

把握していない

4
不明・わからな
い

8 8

記載なし

3

病院の部門別収支を把握している 1

記載なし 1 3

5

4 1

2 2

病院の部門別収支を把握している 1

把握していない 1

一部未対応の部分はあるが、部分的に部門別の
収益・費用を把握している

1

どちらとも言えない 1 1

把握していない

1

一部未対応の部分はあるが、部分的に部門別の
収益・費用を把握している 7

病院の部門別収支を把握している 1

3
一致していな
い

9 3

2

どちらとも言えない 1

把握していない 8

3

一部未対応の部分はあるが、部分的に部門別の
収益・費用を把握している 10 3

病院の部門別収支を把握している 2

2
ほぼ一致して
いる

21 8

2

どちらとも言えない

把握していない

一部未対応の部分はあるが、部分的に部門別の
収益・費用を把握している

病院の部門別収支を把握している 1

1 一致している 1 2

2.（１）②入院部門の診療科別「収支
差額」の各診療科の割合が、認識と
一致するか
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③外来部門についての診療科別「収支差額」の各診療科の割合が、貴院の認識と一致しますか。 

 

 

対象 対象外 対象 対象外 対象 対象外

病院の管理会計システム 1
その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム 2 3
その他のシステム 1
病院の管理会計システム 7 2
その他のシステム 5 1
病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム 1
その他のシステム 1
病院の管理会計システム 1
その他のシステム 4
病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム 1
その他のシステム 1 1
病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム 1
病院の管理会計システム 1
その他のシステム 1 2
病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

病院の管理会計システム

その他のシステム

合計 40 24 40 24 25 12

３．（１）部門別収支の把握状況 ３．（２）部門別収支の把握方法

どちらとも言えない

1
一部未対応の部分はあるが、部分的に部門別の
収益・費用を把握している 3

1病院の部門別収支を把握している

把握していない

記載なし

記載なし 2 3

5

4どちらとも言えない 1

1把握していない

1
一部未対応の部分はあるが、部分的に部門別の
収益・費用を把握している 2

病院の部門別収支を把握している

4
不明・わからな
い

6 8

2

1どちらとも言えない 1

把握していない

1

5
一部未対応の部分はあるが、部分的に部門別の
収益・費用を把握している

1病院の部門別収支を把握している

3
一致していな
い

7 4

2

1どちらとも言えない

8把握していない

3

12
一部未対応の部分はあるが、部分的に部門別の
収益・費用を把握している 3

3病院の部門別収支を把握している

2
ほぼ一致して
いる

24 8

1

どちらとも言えない

把握していない

一部未対応の部分はあるが、部分的に部門別の
収益・費用を把握している

1病院の部門別収支を把握している

1 一致している 1 1

2.（１）③外来部門の診療科別「収支
差額」の各診療科の割合が、認識と
一致するか。
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（２）その他 

診療科別収支結果について、特に疑問に感じた点、納得できた点、等がございましたら、以下に記入してくださ

い。 

 

＜分析対象病院＞ 

 

１） 中央診療部門への収益の配賦基準を定める事が困難であった。 

２） ① まず、診療科の分類（1-③部門設定には呼吸器科が存在する）に差異があるため、どの様に集約されて

いるのかが不明。 

②その為、呼吸器内科の損益分が医業収益や医業費用に反映されず差が生じている。 

３） 収支に関する整備不足をみとめた。 

４） 内科以外の外来部門は、他でも赤字傾向となるデータが公表されており、当院でも納得できた。間接人件費

の配賦基準。 

５） 診療科別の収支に研修医の分は含めない方が良いのではないか。（一年次は特に）…研修医の立場は、基

本的には指導医についてまわっている為、人件費等を診療科に振ってしまうと、正確な診療科別収支になら

ないのではと思う。 

６） 全体収支データのその他の医業収益に小児科の助成金が含まれていたため、按分されて、小児科の収益が

思ったより少なかった。 

７） 入・外の収支差額が当院で認識しているものとあまり相違がなかった。とりわけ、給与費と設備関係費が突出し

ているが設備関係費が認識しているものよりも多いと感じた。 

８） 入院部門、循環器科の収支がマイナスになっているのが疑問である。 

９） 部門別収支を把握するのに必要な項目は、ＤＰＣ調査のコスト推計データと類似しており納得できた。 

所属が決まっていない職員の給与配分など、配分不能な部分をマクロ的にデータの穴埋めをする部分があり

疑問であった。 

１０） 麻酔科と手術部門との振り分けが疑問。 

１１） 割合による検証ではなく、実際の金額データでの違いを見たい。また、本院の原価計算方法が医療経済の勘

定科目による配分方法とすこし食い違いがあるため、正確な検証ができない。 

 

＜分析対象外病院＞ 

１） 検診・人間ドックは別事業として外来保険診療とは区分して管理しているので、合算した形での数字の意味を

見出すことが難しい。 

２） 非常に参考になった。外来部門の収支率に問題があるのでは？と思い検討を行うきっかけとなった。 

３） E ファイルに記載の 10 月診療分の入外区分データが活用されていないため、診療科毎の入院・外来収益の

配分ができていない。全て０１コード（内科）に集約されているが、Eファイルの０１区分の右どなりの3桁区分コ

ード番号により配分できる。 

４） 各科への割り振りが難しく、今後の対応として検討していきたい。細かく確実に割り振ることが実態に近い数字

になり活かせると思う。 

５） 各診療科に振分できない共通的な部分を内科にまるめたせいか、内科の収支に偏りがあるように感じられる。 
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３．貴院における部門別収支の把握状況・把握方法 

（１）部門別収支の把握 

 

病院の部門別の収支を把握されていますか。 

 

n= 40 n= 24 n= 64
n ％ n ％ n ％

1.病院の部門別収支を把握している 6 15% 4 17% 10 16%

2.部分的に部門別収支を把握している 19 48% 8 33% 27 42%

3.把握していない 9 23% 10 42% 19 30%

4.どちらとも言えない 6 15% 2 8% 8 13%

総計
分析対象 分析対象外

分析対象・対象外

 

 

（２）部門別収支の把握方法 

 

上記質問で、「１ 把握している」「２ 部分的に把握している」を選択された方のみ 

部門別収支は、どのような方法で管理・把握されていますか。 

 

n= 25 n= 12 n= 37
n ％ n ％ n ％

1.病院の管理会計システム 11 44% 8 67% 19 51%

2.その他のシステム 14 56% 4 33% 18 49%

分析対象・対象外
総計

分析対象 分析対象外
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４．調査全般について 

 

本調査研究全般に関してご意見がございましたらお聞かせください。 

 

＜分析対象病院＞ 

１） 大変有益な調査をいただき、ありがとうございました。 

２） 実施場所について按分をおこなっているので、本当の実態を表しているとは言い切れない部分がある。 

３） このデータを元に医師に報告し、効率的経営に役立たせるには、もっとデータの精度を高めなければな

らない。これは当院の統計処理の問題だが、どこの病院も同じような感想を持っているのではないか。

相当な人件費をかけて原価計算をするメリットが今のところ感じられない。 

４） この部門別収支計算が確立されれば、他病院との比較ができるため、ますますこの調査をすすめていた

だくことを希望する。 

５） 病院部門の収益が判断できる資料となり経営判断上有益。間接部門の収支が分かると良い。 

６） 一病棟に特定の診療科を配置していない混合病棟のため、医業収益に関する情報が特定しにくい感じが

した。医事会計システムにより各科入院外来の収益はすぐに出るが、それプラス病棟別に把握するとな

ると混合病棟である当院では対応が難しく困難な作業となった。 

７） 病院の外来機能の持ち方によっては、今回の調査の様に外来をベースとした診療科の設定がうまくあて

はならない例があるだろう。 

８） 今後の病院運営を考える上で、今回の調査に関して病院全体の問題として整備し、データの信用性を向

上させる事が重要であると認識させられた。まだ未整備の段階ではあるが、本調査研究に参加できたこ

とに感謝。 

９） 今後業務の効率化及び他病院との同一基準でのベンチマークにおいて当院の位置づけを明確にしたい。 

１０） 事前説明会を開催して欲しかった。この調査作成は、どの医療機関でも苦労される事が予想されたはず

で、それを説明書だけで対応することは、かなり無理があったのではないか。各医療機関におけるデー

タ作成のやりかたや、その精度も一定ではないことが想定されるため、データの信頼性があまり無いの

では。また、集められたデータをどのように集計して、どのように表していくのか、その内容がもっと

具体的に示されていれば、データ作成の方法をもう少し変えることができ、精度も上がっていたのでは

と考える。 

１１） 他院との比較（ベンチマーキング…同等病床も含めて）がしたい。期日の期限が少し短い。調査期間が

決まっているのであれば、数ヶ月前から知らせて欲しい。通常の業務も行っているので、準備期間がほ

しい。 

１２） 当院ではシステムが未導入のため部門別収支等の把握が難しく、データに基づいた按分が難しかった。 

１３） 当院では部門別の把握ができていないところがあり、この機会に確立することがひとつの目的だった。

そのため可能であれば計算を行った機能をご提示していただけると非常に助かる。 

１４） 当院の管理会計システムとの解釈の違いによる分類が違った為、非常に難しかった。 

１５） 部門別収支把握が出来る体制が整っていないため今回の調査において大変であった。 

１６） 明確なガイドラインがあれば、もう少し適切で精度の高いデータ提出が出来たと思う。 

１７） 収支算定について、本院からの提出データによる算出根拠を具体的にご教示していただくと、本院の手

法の見直しなどの参考になる。 
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＜分析対象外病院＞ 

１） 入院・外来とも収益が内科に配分されているのは、E ファイルに診療科区分の情報が入っていなかった

ことにより、収支計算がうまくいっていないものと推察する。提出した平成18年10月分のEファイル

データは、3 桁の診療科区分コード番号により診療科が分かるように表示されており、何が原因でこの

ようになったのかわからない。 

２） 今回この調査に参加し、改めて経営的観点から部門別原価計算の利用方法を考えさせられ、部門に分け

る必要性に疑問を感じた。当院の分類基準は①主病名②担当医で分けているが、入力担当者の判断で、

複雑な診療行為を1つの診療科に分類（科別・部門別）している。担当者によって分類上食い違うケー

スもある。院内でも部門別計算の収入計上方法を巡っていろいろな論議が繰り返されており、当院に合

った「部門別」の有効な利用方法を模索している最中である。費やした資源に対し適正な報酬か否かを

見る際に、原価や人件費が診療報酬体系の中で決定されているところに限界もあるように思える。現状

の診療報酬体系自体が真の意味で各々の行為の適切な原価に見合う報酬ということで設定されている

ものではない中で、病院全体で赤字を出さない人件費や原価・経費に抑制している実態で、どんなに細

かく分析したとしても、所詮その範囲でのことではないかと考える。厳しい医療費抑制策が継続してい

る現状での調査は、結果の活用についてもその辺りの現状認識が前提となるべきだと切望する。 

３） 業務が多く対応できなかった。 

４） 共通的、間接的に使用(実施)している空間、人材、診療行為を除外して統計処理したほうがよいのでは？

添付ファイルに、「Eファイルに診療科不明のレコードがかなりあったため、当ファイルを用いずに算定

を行いました。このため、算定がうまくできていない可能性があります。」というメモが挿入されてい

たが、Eファイル全体を用いなかったということか？それとも、部分的に使用しなかったということか？

算定結果をみると、入院部門の循環器科、呼吸器科を内科としてまとめられているようなので、循環器

科、呼吸器科の診療科が診療科不明のレコードとして扱われているのではないか。 

５） 当院はＤＰＣ対象なので、医業収益のデータ作成時、ＤＰＣに基づくデータなのか、出来高に基づくデ

ータなのか一瞬迷った。次回より、具体的な指示があれば助かる。 
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